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1.はじめに
2003年の世界各国企業の海外直接投資は,世界的なM&A投資が一段落
したことやアメリカの景気の後退, EU諸国の海外投資の減少を反映し
て,対内投資,対外投資ともにピークといわれた2000年から下降傾向を示
した1'｡このような世界各国企業の対内投資,対外投資が全般的に見て減
少する中で,中国の対内投資は新型肺炎(SARS)や,香港企業の2004年
1月からの, CEPA (経済･貿易緊密化協定)の施行を前にした投資案件
の実施見送りなどを反映して, 4.5%減の471億ドルと減少はしたが,しか
し投資回収分を差し引かない認可･実行ベースの統計(グロス)では, 535
億ドルと過去最高を更新している｡そして中国の対内投資は2003年470億
27,700万ドルとなり,ルクセンブルグに次ぎ世界第2位の投資受入国と
なっだ)｡
この中国による積極的な対内投資の受け入れは,近年継続して行われて
いるが,これは中国政府が1990年代後半より積極的に海外各国からの直接
投資を受け入れ,世界各国の市場で流通する,多種多様な製品の生産拠点
としての地位を築くことを国策として採用しており,そのことに世界各国
の企業が積極的に呼応していることと,同時に世界各国の企業が巨大な人
目を抱える中国を,将来世界各国企業の製品やサービスの巨大消費市場と
し成長するとして注目して,今日中国に対して巨額の投資を行っているか
らである｡さらにこの動きに軌を一にして中国政府も積極的に海外投資を
受け入れることによって,自国を世界の生産拠点としての地位を築き,中
国の経済発展をより促進させる一方で,北京･天津･上海･広州･香港･
深別などの,中国沿岸部を中心とする大都市部の急速な経済発展に比較し
て,経済発展の遅が目立つ内陸部の農村地域との経済格差を解消するため
の経済政策を,積極的に推進させるための手段として,中国に対する対内
投資を積極的に受け入れ,それらを活用して国内経済の発展を促進しよう
としているからである:i)｡
このような中国の積極的な対内投資の推進,すなわち世界各国企業の中
国に対する巨額な直接投資の動きは,当然の帰結としてわが国企業の中国
への投資の急増という結果をもたらしている｡わが国の企業の中国への投
資は国内の高い労働コストを回避するために,廉価で豊富な中国の労働力
を活用することを目的とする投資と,近年の急速な経済成長の結果,北
京,上海など大都市を中心とした国民所得の急増｡それに支えられた自動
車や住宅ならびに中,高級消費財に対する消費市場の急激な拡大などに対
応するための投資が中心であるために,これらのことに関係する投資が近
年際立って増加しているといえる｡そのために, 2003年度のわが国企業の
村中直接投資は,製造業では74.7%増の25億ドル,非製造業に関しては前
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年度の2.6倍の6億ドルなど,すべての産業分野で2002年を大幅に上回る
活発な投資が中国に対して行われており,当然のことながら,近年中国へ
進出する企業数も,それにともなって急速に増加してきている｡そして今
後もこの傾向は継続していくと考えられている4)｡
ちなみに2000年時点で,中国に進出したわが国の現地法人数は160社で
あったが, 2001年は316社と約2倍となり, 2002年にはさらに509社, 2003
年には496社と増加を続け, 2004年度は316社と増加数は伸び悩んだが,
2004年までのわが国現地法人数は,製造業の2,749社,商業の679社,サー
ビス業の283社はじめその他多くの産業分野におよび,その合計数で4,040
社に達している｡
また,上に述べたわが国企業の現地法人の急激な増加は,現地法人が雇
用する現地中国人従業員の数も増加させることとなり,その数は2004年で
は884,176人と, 2003年の830,309人と比較しても53,867人の増加が見ら
れ,現地法人に勤務する日本人経営者や管理者,技術スタッフなどの派遣
者数は8,331名で, 2003年度の7,097名より1,234名増加している5)｡
そしてこの中国における現地人従業員の雇用の急激な拡大と,日本人経
営者や管理者などの派遣者数の急速な増加は,現地日系法人での両者の接
触機会を急激に増加させる結果をもたらしている｡このことは現地人従業
員と日本からの派遣者との間のトラブルや,摩擦を結果的に増加させる原
因となってきていると言われている｡
事実,前稿でもすでに取り上げ,小論においても言及するが,現実問題
として,中国における海外日系現地法人の経営者や管理者たちは,海外現
地で経営管理を行っていく場合,実にさまざまな問題に直面し,それらの
問題や摩擦の解消に多大な時間とエネルギーを費やしながら,日常の経営
管理活動を行っているのが現実の姿である6'｡
一般的に言って企業が海外に進出して事業活動を行った場合,本国との
経営環境がさまざまな点で異なっていることから,海外現地法人の経営者
4や管理者は,本国における経営や管理とは大きく異なるさまざまな問題に
直面せざるを得なくなる｡また事実さまざまな問題や摩擦に直面し,それ
らの問題に対応したり対応策を講じていることは,さまざまな文献や資料
から明らかにされている｡そして筆者自身も長年にわたって,日系海外現
地法人の協力を得て現地の経営者や管理者,その他のスタッフならびに現
地人従業員たちにさまざまな調査を実施して,それらの問題や摩擦に関す
る事実を把握してきた｡
企業が海外に進出して活動を行う場合には,政治,経済,法律,社会制
度をはじめ文化,風土,社会慣習やそれらから生み出される人々の価値観
や行動様式など,ありとあらゆる事柄が影響を与えたり関係をしてくるこ
とが明らかにされている｡そして海外に進出した企業が現地で直面する問
題や摩擦も,進出した国や地域によって多種多様であることも事実であ
る｡
筆者もこの事実を十分に理解しているが,筆者自身のさまざまな調査や
工場などにおける従業員たちとの生活体験を通して,筆者が強く考えるこ
とは,これらさまざまな問題や摩擦に関する事柄の中でも,日常協働して
業務活動を行っている,海外現地法人に派遣されている日本人経営者や管
理者ならびにその他のスタッフと,現地人管理者や一般従業員の間に惹起
される問題点や摩擦に関する事柄が,もっとも大きくて重要なことではな
いかと言うことである｡この間題にはお互いに異なった経済や文化,それ
に社会慣習などに大きく影響された独自の価値観や行動様式ばかりでな
く,相互の人間関係やコミュニケーション,相互理解への態度などさまざ
まな事柄が関係してくるからである｡
筆者は企業が海外に進出した場合には,必然的にさまざまな問題が惹起
することは避けられない事柄であるが,それらの問題や摩擦の多くの事柄
の背景には,上に述べた海外現地法人の派遣された経営者･管理者,その
他のスタッフと,現地人管理者や一般従業員との間に惹起される問題点
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や,摩擦に関係する事柄が大きく影響しているのではないかと考え,この
事柄に関して,海外日系現地法人の経営者･管理者とその他のスタッフ
や,現地人管理者や一般従業員の協力を得てさまざまな調査を実施してき
た｡そして今日でもそのことに関係する各種の調査を企業の協力を得なが
ら継続しており,各国においてさまざまな調査を実施している｡
筆者は上に述べたように,海外に進出した日系企業の海外現地法人にお
いて派遣経営者や管理者と,現地人管理者や従業員との間に発生するさま
ざまな問題や摩擦に関して,その原因や解決策についてさまざまな調査を
実施しているが,特に筆者は日系現地企業における日本人派遣経営者･管
理者と,部下である現地人管理者や一般従業員の間に惹起する問題や摩擦
は,彼ら相互の職務や組織に対する意識や行動様式が,単に相互の異なっ
た文化や社会制度が関係する,異種の価値観や行動様式から惹起されてい
るのか,それとも日本企業に特有とされる日本的経営に関係する考え方や
行動様式,日本企業特有の経営や管理の手法や手続きそれに制度などが,
そのことに大きな影響を与えているのか,果たしてこれらのことがこの間
題にどのような影響を与えたり,関係をしているのかに関心を持って,そ
の視点からこれらのことを明らかにしたいと考えて来た｡
そこで筆者はすでにオーストラリア,タイ,台湾,中国(上海),マレー
シア,さらにそれらの国々で得られたデータと,それらと比較するための
データを得るため日本国内の企業などで,日本人経営者や管理者の現地と
日本国内における経営と管理に関する意識や,現地日系企業で働く現地人
従業員の職務満足･情報満足｡職務や企業･組織に関する意識調査を継続
して行ってきたが,このたび筆者が中国北京大学にて研究滞在をする機会
を得ることができたので,北京大学の国際関係学院の協力を得て,中国に
進出している日系現地企業や,政府関係組織の経営者や管理者の協力を得
ながら,現地法人における経営と管理に関する考えや,意識に関して調査
を実施することができた｡そこでこのたびその調査で得られた結果を,小
6論で明らかにすることにした｡
この調査に関しては,前稿において調査母体となった調査対象者の属
性,調査方法,経営者や管理者が現地法人で経営や管理を実施していく際
の問題点,その対策に関してすでに公にしたので7),小論では前稿の問題
点に大きく関連していると考えられる,日本人経営者や管理者の現地人管
理者や一般従業員に対する認識,すなわち日本人派遣経営者や管理者が,
部下である現地人管理者や一般従業員の職務意識,職務責任,企業や組織
に対する意識や認識,上司や部下に対する意識や態度に関した事柄につい
て,どのように評価したり認識しているのかに関して尋ねた事について,
その調査回答を集計･分析し結果を明らかにしながら,その背景要因につ
いて述べたものである｡しかし,今回は両者に関してその各々の特性を明
らかにしたいと考え,同時に扱うことをあえて避けて,はじめに現地人管
理者に関する事柄についてだけ論及した｡一般従業員に関する事柄に関し
ては,次稿において詳しく言及したいと考えている｡
それでは在中国日系現地法人の経営者と管理者が,部下である現地人管
理者の職務に関する意識,職務への責任,企業や組織に対する意識や認
識,上司や部下に対する意識や態度に関した事柄について,どのような評
価や認識をしているのかについて論述することにしたい｡
2.調査概要とプロセスについて
2-1.調査に関して
この調査に関しては前稿において詳しく述べてあるが8),調査対象者の
特性など,小論を読む上で必要かつ参考になると考えるので,今回実施し
た調査の母集団の特性などに関して,以下にごく概略的に述べる事にした
い｡小論を論述するベースとなっている調査は, 2004年1-3月筆者が北
京大学国際関係学院に研究滞在したおりに,北京大学の共同研究者と共同
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で実施したものである9)｡筆者は既にオーストラリアとタイ国において現
地日系企業の経営者や管理者,その他の技術スタッフの協力を得て,彼ら
が海外現地企業や組織において,業務活動や現地人従業員を管理していく
際に,日本と異なる体験をしたり様々な問題に直面している事柄に関して
調査を行い,その結果を既に公にしてきた｡このたび北京大学に研究滞在
する機会を得た折に,日系企業の経営と管理に関する国際比較を目的に同
種の調査を10),在中国日系企業と政府関係団体の協力を得て中国における
調査を行ったもので,調査対象は中国の特に北京･天津地域に進出してい
る日本企業と,政府関係団体の組織などの経営者や管理者に,面接やFAX
ならびに電話で調査を依頼した後,承諾を得られた企業や組織に調査票を
e-mailで送らせてもらい,それをe-mailで返送してもらう方法で回答
を得たものである｡今回の調査を依頼するために,電話で連絡をとった企
業や組織は全体で200社であるが,複数回電話をした時点でいずれも出張
中とか不在,その他の理由でコンタクトが取れない企業などがあり,今回
の調査で回答を得ることが出来たのはその中の97社であった｡調査回答の
大半はe-mailの返送で受け取らせてもらったが, FAXで10社と直接面接
によって15社から回答を得ることが出来た｡電話で調査を依頼し承諾を得
ることが出来た企業や組織は上に述べた通り,約半数の97社であったが,
何らかの理由でmailが回収できなかったものがあったのと,返送されて
きた調査票に回答者の氏名や属性が欠損していたものがあり,それらを欠
損票として扱う事としたため,最終的に分析に使用できた回答は,面接と
FAXを含めて73票となった11)0
回収票の内訳に関して主な事柄について述べると,産業分野では製造･
販売が半数の49.3%,サービス業が16.4%,政府関係組織が16.4%,金
融･保険が6.8%,商社が5.5%などで,産業分野に関しては製造･販売が
半数を占めている｡また回答者の職位は主席代表,所長,社長,総経理,
副経理等のトップの地位にある者が80.8%となっている｡さらに職務に関
8しては全体的な総合管理が73.5%,営業･マーケテイングが12.3%で両者
あわせて85.8%を占めている｡回答者の年齢では50代が53.4%,続いて40
代が38.4%と両者で全体の91.8%を占めている｡勤務年数では2卜30年が
45.2%, 31年以上が27.4%, ll-20年が15.1%で全体の87.7%となってい
る｡現職勤務年数では1-5年未満が56.2%, 6-10年未満が20.5%である
が, 1年未満の人も21.9%いる｡海外勤務の経験回数では2回目の人が
46.6%と多いが, 1回目の人が28.8%, 3回目が15.1%存在している｡概
略的に言って今回の被調査者の特性は製造･販売企業が多く,職位では
トップマネジメントであり,当然のことながら職務は総合的な管理職務を
担当している40代から50代で,原籍の会社や組織に20年以上勤務している
海外経験者であって,中国での現在の勤務では1年未満の人も21.9%いる
が, 1年から10年未満の経営者や管理者が一番多くて76.7%である｡中に
は10年以上の人もいる｡今一つの特徴として,在北京の事業所や事務所の
経営者は,特に上海が多かったが,香港やその他の地域の事務所や事業所
の代表を兼務している人が複数いた12)｡
このような特質をもった調査母集団に対して,これらの人々が中国にお
ける企業や組織の日常の経営･管理業務を遂行していく場合に,日本で経
営･管理する場合と異なる問題に直面するとか,経験する事柄に関して,
様々な角度から質問をおこない回答を得ることが出来た13)｡
そのことに関しては,前稿でそれ以前に調査を行ったオーストラリア
や,タイ国で実施した調査結果と比較しながら既に詳しく論述をしたが,
現地人管理者や一般従業員を活用して経営･管理を行なっていく場合,中
国特有の問題点として, ①仕事を遂行する上で人脈やコネが幅をきかして
おり,それを利用しないと物事が上手くいかない事がある｡全ての面で非
常に重要な働きをする人脈主義の傾向が強く見られる｡ (彰仕事の選択から
遂行まで全てに自己利益を優先して考えたり,行動したりする傾向が大変
強いこと｡極端な場合には自分に利益がないとやらないとか,自分にとっ
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て利益がある方法を優先させる｡ ③特に中国における特徴として,作業現
場などで,会社や組織のルールや上司の指示に従わないで我流で仕事をす
ることが多い｡このことは特に作業現場で多いと言われているが,事務関
係の仕事でも一般的に見られ,自分が慣れているやり方や,または知って
いる手法や方法で勝手に仕事をする｡注意して会社や組織のルールに従わ
せても,いつの間にか我流に戻して仕事をしている14)｡ ④学力優先主義
で,特に有名大学出身者が能力以上に高く評価される｡いわゆる学閥,学
歴主義の傾向が強いなどなどの事柄の指摘があった｡
オーストラリアやタイ国で指摘された問題点と類似したものとしては,
(彰自己中心の行動をする傾向が強い｡ (む仕事に関して責任やミスを認めた
がらないで,他人や上司の責任であるかのような態度をとることが多い｡
(彰職務範囲を明確にしていて,同僚と協力して仕事をしない｡またはしよ
うとしないで一人で仕事をしたがる｡ (彰転職を頻繁に繰り返し,会社や職
場に長期にわたって勤務しない｡ (9タイ国や一部オーストラリアで指摘さ
れた面子を非常に重視する｡これらのことが日常の業務を遂行したり,現
地人管理者や一般従業員を管理･監督して職務を遂行させる場合に,日本
から派遣された経営者や管理者が困惑したり,戸惑ったりすること,すな
わち問題点として認識されていることである｡これらの指摘された事柄に
関係する具体的な指摘は,前稿において詳しく記述したのでここでは省略
する事にしたい15'｡
さてここで取り上げた,日本人経営者や管理者が指摘する,様々な中国
における経常･管理業務を遂行する上での問題点は,企業が海外に進出し
て現地人従業員を活用して業務活動を行っていく場合,日本人経営者や管
理者が必然的に直面する事柄である｡全ての経営者や管理者達は程度の差
はあるが,これらの問題や摩擦を抱えながら海外現地で職務を遂行した
り,問題や摩擦を一つ一つ解決する努力をするとか,またはそれらの事柄
に対して必要な対応策などを講じて日常業務活動や,経営･管理活動を
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行っているのが現状であると言える｡
ところで上に述べたような,これらの現地日本人経営者や管理者が問題
とする事柄の原因や理由は,いろいろ考えられるが,その主な要因は, (彰
日本と現地の政治体制や経済制度が異なる事,それに社会制度や社会慣習
が大きく異なる事,すなわち企業の経営環境の差異が原因となって,企業
組織やその運営方法が国や地域によって異なるために,それが原因となっ
て職務や組織に対する考え方や,それらに対する態度が異なっていること
がまず基本的に考えられる｡また(彰異なる国や地域では異なった文化や宗
教,社会慣習や生活様式が存在しており,それらの要因がそこに住む人々
の価値観や,行動様式に必然的に差異をもたらしているが,そのことが仕
事や企業に対する異なった認識と,それに基づく行動様式にも差異をもた
らすことが多いので,異なる地域や国の人々が協働する時に,様々な問題
や摩擦を惹起させる原因となっている｡
これらのことがこの間題の主要な理由と考えられるが,その他に(彰現地
に派遣された経営者や管理者が,現地の人々の価値観や行動様式をどのよ
うに認識しているか｡またそれらの事をどのように評価しているが6)｡ ④
現地人管理者や一般従業員の職務や組織に対する考え方や,それに基づく
行動様式に対する評価や認識｡ (9経営者や管理者を現地人従業員や現地の
人々がどのように受け入れていたり,評価しているかなどの事柄が主な理
由や要因として考えられると言える｡そこで筆者はこれらの事柄に関して
注目し調査を行うことにした17'｡
2-2.調査項目と調査結果に関して
筆者は,まず最初にこれらの問題が惹起する要因の一つと考えられる,
日本から派遣されている経営者や管理者が,現地人従業員の職務能力や職
務態度,組織や上司に対する認識や態度などに関してどのように評価して
いるか｡また認識しているかに注目して,それらの事柄に対して経営者や
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管理者が,どのように考えているのか質問をして回答を得る努力をした｡
その際,現地人管理者と一般従業員を別々に扱い質問を行った｡その理由
は,海外の事業所や事務所の中には現地人従業員が少ない小規模なものが
あり,現地人管理者を採用していないケースもあるからである｡また管理
者と一般従業員の職務や組織,ならびに上司に関する態度について,日本
人経営者や管理者達は当然のことながら評価基準を変えて,評価している
と考えられるからである｡それでは以下に,在中国の日系企業やその他の
組織の日本人経営者や管理者は,現地中国人管理者の職務能力や姿勢につ
いての事柄や,会社や組織,それに上司に対する態度をどのように評価し
たり考えたりしているのか,項目ごとに調査結果を参考にしながら検討を
してみることにしたい｡
2-2- 1.現地人管理者に対する評価について
筆者は現地人管理者の職務や会社･組織,それに上司や部下などに対す
る態度や考え方に関して,上司である日本人経営者や管理者がそれをどの
ように評価しているか｡また認識しているかに関して質問をするために,
以下に述べるような種々の質問を行った｡各質問に対する回答はあらかじ
め筆者が定めた　①全くその通りと考えるから, ⑤全く同意できないとす
る, 5つの評価基準で回答を依頼した｡それでは具体的にどのような事柄
に関して質問を行ったか,その結果はどうであったかについて調査結果
と,前稿で取り扱った,質問1と質問2の現地での経営管理業務遂行にあ
たって,日本人経営者や管理者が,日本での経営管理を遂行する際と,現
地での経営管理を遂行する際に体験する,両者の差異に関する回答と関連
させながら論述することにしたい｡
この事柄に関する調査質問項目として以下に述べるような質問を行っ
た｡
質問3　"現地人管理者をどのように評価されますか｡"以下の項目にお
答えください｡回答は各項目の( )に該当する数字をご記入ください｡
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①全くその通りと考える｡ (彰そのように考える｡ ③どちらともいえな
い｡ ④そのようには考えない｡ ⑤全く同意できない｡
①　管理者としての全般的な管理能力を持っている｡ ( )
(彰　自分の専門とする仕事に関する知識や能力･経験を十分に所有して
いる｡ ( )
(彰　自分の専門とする以外の仕事に関する知識や能力を十分に所有して
いる｡ ( )
④　自分の専門とする仕事に対する責任を十分持っている｡ ( )
⑤　管理者として仕事に対する計画性や先見性を持っている｡ ( )
(¢　管理者として仕事に対する創造性を持っている｡ ( )
(彰　管理者として仕事に対する分析力や解決力を持っている｡ ( )
(釘　自分の上司に対する態度は良いか｡ ( )
(9　同僚の管理者と協調して仕事を遂行する事が出来る｡ ( )
⑲　管理者として部下の仕事の指導や,部下の面倒を良く見ることが出
来る｡ ( )
⑪　管理者として会社に対する忠誠心や一体感を持っている｡ ( )
これら個々の質問項目に対して,日本人経営者や管理者は以下のような
回答を寄せてくれた｡まず現地人管理者は,現実に管理者としての全般的
な管理能力を持っていると,考えるかどうかの質問に関しての,回答結果
について述べる事にしたい｡上でも述べたが,既にオーストラリアやタイ
国でも同様の調査を行っているので,その回答結果とも比較しながら,中
国における現地人管理者の特質を考察することにする18)｡現地人管理者を
活用して管理を行っていく場合,オーストラリアやタイ国においても日本
人経営者や管理者達は,現地人管理者達が日本の管理者と異なり,自己の
専門とする職務上の管理は問題ないが,部下の教育訓練とか他の部門と協
在中国日系現地法人の日本人経営者や管理者の経営と管理に関する意識　　13
調しての職務遂行や,管理が十分に出来ないとの指摘をする回答が多く
あった｡彼らは日本人が考える管理者に求められる全般的な管理ができな
いか,不十分にしか出来ないので,管理者としての本来の役割を果たして
いないと批判している｡このことにも注目しながら,回答結果を検討して
みたい｡
質問3 "現地人管理者をどのように評価されますか｡" ①管理者として
の全般的な管理能力を持っているか否かの質問を最初に行ってみた｡
①管理者としての全般的な管理能力を持っているかとの問いに関して,
以下の通り評価するとの回答を返してくれた｡今回の中国での調査の場
令,このことに関する回答を見てみると, ①全くその通りと考える｡ ②そ
のように考えると肯定的な回答をした人が全体の49.3%｡反対に④そのよ
うには考えないとか,強い否定の⑤全く同意できないと否定的な回答をし
た人が,全体の16.5%｡どちらとも言えないとする回答が28.8%であっ
た｡この結果から判断すると,中国人管理者の全般的管理能力に関して
は,肯定とする回答の方が否定する回答よりも32.8%も多く,現地日本人
経営者や管理者の回答では,現地人管理者の全般的管理能力を,どちらか
というと高いとみなしている人が多いといえる｡
しかしここで,質問1の経営管理上の問題点を尋ねたことに対する回答
と,ここでの回答を関連させて検討してみると,質問1では, ①現地人管
理者や一般従業員達は自己の利益を最優先する考え方が強くて,会社の利
益よりも自己の利益を優先した考えや行動をとるとの回答が48件もあり,
もしその傾向が強いとすると,現地人管理者達の管理は自己の利益を基準
にして行動するであろうから,彼らの利益にかなう事と会社や組織の求め
る管理職能が,同じベクトルである時はこのように行動すると考えられる
が,逆の場合には,全般的な管理能力は高くはないと考えられるので,両
回答には多少矛盾があるようにも考えられる｡従って否定的な回答をした
人が16.5%も存在する｡しかし肯定的な回答が約半数であり,どちらとも
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いえないとする回答が28.8%と4分の1を超えている事からすると,この
ことを積極的に肯定する人が,必ずしも多いとは言いきれないのかもしれ
ない｡
また上のこととも関係するが,質問1の回答で(彰自己中心的考えが強く
て,個人主義的考えや行動をするとの意見も問題点として28件ある｡さら
に③我流で仕事をする｡従って会社のルールや上司の指示に従わない事が
しばしばあるので,彼らに職務を会社や組織の業務を正確に遂行してもら
うには,明確な規則やルールを定めて仕事を遂行させる必要がある(25
件)｡そして@仕事の範囲を明確にしていて,同僚に仕事を教えない｡特
に(勤職場での同僚や仲間と共同で職務を遂行することが出来ない｡いつも
自分が考える職務の範囲と考えることを自分だけで行う｡同僚と協力する
との考えが希薄である(38件)｡彼らは(釘仕事上のミスを認めたがらない
(20件)｡ ⑦中国人は面子を重んじるので,同僚や部下などにも注意を与
えるのが難しい(13件)｡ (釘中国では学歴主義で能力よりも学歴が重要で
ある(31件)｡ (勤転退職を安易にする(23件)｡ ⑩仕事の報告が十分になさ
れない(27件)｡したがって既に上で述べた, ⑪中国人管理者や従業員を
管理･監督･指揮していくには明確なルールや,管理規定を定めてそれに
従って管理をすることが必要であるとの指摘があり,また現地人管理者や
従業員の管理対策として,上に述べた管理ルールの作成と運用の他に, (彰
明確な管理方針の提示と実行をする｡ ②現地人管理者や従業員を管理･監
督･指揮をして業務活動を実施していくには研修が必要である｡ ③中国で
の経営管理には,報告が十分になされないので,社内での報告制度の確立
が必要不可欠であるなどの指摘も多く見られた｡これらの事を考え合わせ
ると,この管理者の全般的管理能力に対する回答49.3%には,多少の温度
差があるように感じられる｡
しかしその反面,日本人経営者や管理者達の多くは現地の言葉に堪能で
あるとは言えず,また中国人の考え方や行動様式に対して十分に理解でき
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るとはいえない｡従って彼らの部下を管理して日常の業務活動を遂行して
いくためには,現地人管理者はまさに地元や周辺地域の人間が多く,かつ
語学力に全く問題がなく,同国人であるから従業員とのコミュニケーショ
ンが相互間で十分に取れる｡そして同じ中国人同士であるから信頼関係
も,日本人経営者や管理者以上に得られ,また従業員達の行動や考え方に
関しても十分に理解している事が多い｡よって一一一般従業員に対する管理,
監督,指揮能力が優れているであろうから,それを活用しなければならな
いなどなどの点から,全般的職務能力を所有していると考えることになる
のかもしれない｡そのためにどちらとも言えないとする回答が約30%もあ
る｡
それではこのことを,オーストラリアの調査結果やタイ国での調査結果
と比較して考察してみることにしたい｡まずオーストラリアの場合では,
どちらとも言えないが52.9%と半数を超え,全般的管理能力が高いとする
肯定的意見は17.3%,それに対して否定的な低いとする回答は24.0%と4
分の1を占めており,このたびの中国調査の結果より厳しくなっている｡
またタイ国の場合では,否定的な回答の低いとするものが43.9%,高い
とする回答は19.5%,どちらともいえないが36.6%と3分の1に達してい
る｡これらの数字を単純に比較してもあまり意味をなさないが9),オース
トラリアやタイ国では,現地人の全般的管理能力に対してはネガティーブ
な回答が,特にタイ国では多く,このたびの中国における調査の回答結果
は肯定とするものが多少多いと考えられる｡
ところでこのような結果が出ていることに関して,注意しておくことが
あると考えられる｡すなわち日本企業における管理者の能力評価は,ジョ
ブ･ローテーションと関係しているために,一部の職務を除いて,管理者
が現在担当している専門職務,例えば営業とか人事,経理といった仕事の
能力だけではなく,管理者の管理能力評価は,主に部下に対する指導や教
育訓練などの能力がどうであるか,いわゆるそのことが優れているか否か
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に重点がおかれてなされる事が多く,管理者自身もそのことを当然の事柄
として受け入れており,部下の管理者をその視点から評価していることが
多い｡
しかし欧米やオーストラリア等の場合,管理者が担当する職務能力は,
まさにその職務を担当するに適しているか,その職能を適切に処理する能
力があるかという職能遂行能力,すなわち担当する専門職能が適切か否か
というまさに能力評価だけが評価基準とされるZ｡'｡わが国の企業や組織で
のように部下の面倒を見るとか,部下に対する教育訓練能力が優れている
か否かは,通常選考の評価対象とはされていない｡このように日本と諸外
国では管理者の能力評価基準が大きく異なっている｡そのために海外現地
日系企業における経営者や管理者達は,部下の現地人管理者の評価をする
場合に,その評価基準が大きく異なっている事を認識するといわれてい
る｡日本の経営者や管理者の考える管理者像は,諸外国では考えられない
異質のものであると言える側面があると考えられるのである｡このように
明らかに異なる評価基準で判断をするので,評価が異なってくる｡そのこ
とが上に述べた評価基準に示されているといえる｡それにしても中国の現
地人管理者に関する全般的能力-の評価は,オーストラリアやタイ国の結
果と比較した場合明らかに高いといえる｡
しかし肯定とする回答が他の回答より高いとは言えるが, 49.3%と半数
である｡この後,現地管理者の各種の職能や態度に関しての回答結果に関
して考察していくが,日本企業やその他の組織の経営者や管理者は中国現
地での経営管理,特に管理者や一般従業員に対する管理について,中国に
おいて最も適した方法は何か,中国人管理者や従業員を管理しながら,彼
らと協働して日常の業務活動を円滑に遂行していくためには,どのような
点に配慮していかなければならないのか,すなわち日本的経営管理のどの
ような所が,現地での経営管理に適合できるのか,適合できない部分はど
の点なのか｡自分たちの考えや行動が現地人従業員に摩擦なく,円滑に受
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け入れられるためにはどうしたら良いのか,熟慮しなくてはならないと考
える｡
同時に現実として存在する中国特有の風土や,従業員の価値観や行動様
式をどのような形で,現地企業の経営管理に生かしていくべきなのかに関
して,試行錯誤しながらかつ慎重に考慮しなくてほならないと考える｡こ
のことは個人差や様々な要因が影響するので,全て同じ次元で論ずること
は出来ないし,また彼らに対する評価が全て肯定できる結果になることは
ないと考えるが,納得できる評価が可能になるようにするには,どのよう
にすべきかを考えていかなくてほならないと言える｡今後ますます中国-
の企業進出が急速に増加して,多数の分野の多数の経営者や管理者,その
他スタッフが今まで以上に現地日系企業やその他の組織において,中国現
地で,現地従業員と協働して業務の遂行をしていかなくてはならないこと
は,確実な情勢であるといえるのであるから,この事はしっかり考えてい
かなくてはならない事であるといえる｡
以下に各質問項目に対する評価回答について論述するが,そこでも個別
にそれらの事に対してどのように対応したらよいのかについて述べること
にしたいと考えている｡
管理者としての全般的な能力を持っている
度数 ｸ5ｨ986r累積パーセント     
無回答 釘5.5 迭絣  
全くその通りと考える 迭6.8 "    
そのように考える 42.5, 鉄B繧    
どちらともいえない 28.8 塔2綯    
そのように考えない 免ﾂ15.1 涛ゅb  
全く同意できない ??.4 ????
合計 都2100.0  
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全く 同意できない
1/1% 
そのよう に考えない
1/15% 
どちら ともいえない
21129% 
無回答
4/5% 
全 くその通 りと考える
5/7% 
そのように考える
31142% 
以上論述したように，日本人経営者や管理者は，部下である現地中国人
管理者の管理者としての全般的な管理的能力に対して， 49.3%と約半数が
肯定的な回答をしており，ネガティーブな回答は16.5%であった。この同
意ないし肯定的な回答ではオーストラリアの17.3%や，タイ国での19.5%
よりはるかに多いことが明らかとなったが，そのことを裏付けることにな
ると考えられる専門職務能力や，職務能力に関する個々の能力などに関し
てはどのような回答となっているのか，そのことを以下で詳しく検討して
みる事にしたい。
それでは質問3での次の質問項目 の， ② “自分の専門とする仕事に関す
る知識や能力・経験を十分に所有しているか否か" に関してであるが。
②現地人管理者が自分の専門とする仕事に関する知識や能力・経験を十
分に所有しているのか否かに関して， ①と同じ様に質問を試みて回答を得
た。その結果について以下に述べることにしたい。
この質問に関する回答結果では， ①全くその通りと考える O ②そのよう
に考えるの肯定的な回答をした人が全体の61. 6%。反対に④そのようには
考えないとか，強い否定の⑤全く同意できないと否定的な回答をした人が
全体の15.1%。③のどちらとも 言えないとする回答が19.2%とな ってい
る2J)
このことから判断すると肯定する回答が約 3 分の 2 弱に達している O 全
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椴的な管理能力に対する評価よりも12.3%も高くなっている｡現地人管理
者の専門職務に関しては,評価できるとしていると考えられる｡このこと
は質問1での④現地人管理者や従業員達は,自分の仕事の範囲を明確にし
ているとの指摘があり,他人の仕事に関しては無関心であるとか,他の人
との仕事の協力関係に消極的である反面,自分に与えられたと考えられる
仕事の範囲のことに関しては,能力や実力を発揮して職務を遂行すると考
えられる｡面接調査の折にも専門とする能力は高く経験もあるとする意見
が多くあった｡この事は現地人管理者や従業員達は,自分にとって有利で
あるとか,自分により適していると考える仕事を求めて,転職や退職を頻
繁に繰り返すとの指摘が,質問1の回答⑨ ``現地人管理者や従業員は頻繁
に転退職を繰り返す''でも示されているが,自分に適した仕事を求めて転
職するので,専門とする職務に関しては,仕事上の知識･能力や経験があ
ると言えるのかもしれないとか｡中国人は欧米的な思考を持っている｡あ
る意味では欧米人以上にドライで想像する以上に積極的な思考を持った
り,行動力を持っていると考える結果から来たもの考えられるところがあ
る｡また質問1の回答での8番目の"現地人管理者や従業員達は,職場や
職務を選択する際に,学歴や仕事の能力に対してこだわりをもっている''
との回答とも,このことと相通じる点があるのではないかと考えられる｡
面接調査の際にも多くの人から指摘を受けたが,現地人管理者や従業員達
は就職に際して,人脈をフルに活用するとか,有名な大学出身というだけ
で学歴や,自分の仕事の前歴にかなりこだわるが,そのような人はそれな
りに実力を持っていることが多いと言及する人もいた｡彼らは職務や職能
に対して専門的な能力や知識･経験を生かしたいと,常に考えて行動して
いるのかもしれない部分があると,考えられるところがあると言えるのか
もしれない｡また中国人管理者や従業員達は,欧米人と同じかそれ以上
に,自分の能力や知識･経験を必要とする企業や組織に売り込む,すなわ
ち契約主義的な思考を強く持っているとの意見もあるが,個人利益中心的
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な思考や行動をするとの指摘が,このことと関連している所があるのでは
と考えられる｡
この専門職職能に関しての知識･能力･経験などに関して,日本人経営
者や管理者の評価がより肯定的な理由として,日本側の理由が多少あるの
ではないかと考えられる｡それは日本企業では今日でも多くの企業で終身
雇用や年功序列制度を採用している所が多く,ゼネラリストを養成する事
を目的に,ジョブ･ローテーションを行っている｡また後に述べるが管理
者としての職能が,部下の面倒を良く見るとか,部下の教育訓練に重きが
おかれていて,そのために専門的な職務能力はそれ程でなくても,職位が
上昇していく傾向があるとも考えられる｡そのために専門職務の知識や能
力･経験の少ない者もいることになる｡回答を寄せてくれた日本人経営者
や管理者の中には,そのことと比較して中国人管理者は,専門的な職務能
力を有していると評価している人がいるのではないかと考えられる｡この
事は面接調査の際に,このことを積極的に同意したり,筆者がこのことを
尋ねた場合に肯定的な反応を示した人が何人かいた｡
これらの指摘とは反対に,中国人管理者や従業員は仕事に対して消極的
である｡多くの事が主に人のつながりで動く面が多い｡身分社会で上下関
係が明らかであるために,能力を持っていてもそれを発揮し難いところが
あるとの指摘も質問1の回答ではあったが,全般的に見て,職務を遂行す
る際に,専門的な知識や能力･経験を活かして仕事をしていると,現地日
本人経営者や管理者から評価されている面が多いと考えられる｡
それではこの事に関して,オーストラリアやタイ国ではどのような評価
をしているのか比較し,中国での回答の特徴を明らかにする事にしたい｡
まずオーストラリアの場合は,担当する専門職務の知識に関して, ①高い
とする回答は69.3%,これに対して②どちらとも言えないが19.2%, ③低
いは5.8%,無回答が5.8%となっている｡オーストラリアの調査では多く
の日本人経営者や管理者が,現地人オーストラリア人管理者について,彼
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らは部下の面倒を見たり,教育訓練は出来ない｡また他の管理部門の管理
者との協働は出来ない者が多いが,自分の担当する専門職能に関する知
識,能力,経験では卓越しており,その点に関しては日本人管理者よりは
るかに優れているとの事実を話してくれたり,筆者のこの事に関する質問
に対して,そのことに同意するケースが多くあった｡その理由はオースト
ラリアや欧米では,職能が社会で一定のステータスを意味しており,自分
が希望する職務に就きたいとすると,その職務や職位に求められる知識や
能力を自前で取得したり,必要とされる経験をつんだ後にその職務やポジ
ションに応募して,採用されるのが一般的であるからである｡彼らは担当
する専門職務に関しては,それなりの知識や能力,経験を有しているとい
われている｡そのために調査での肯定的回答が61.6%の中国より多く,
69.3%と約7割に達していることから理解できる｡
タイでの調査結果は, ①高いとの回答が34.2%, ②どちらとも言えない
が46.3%, ③低いとする回答は19.5%となっており,高いとする肯定的な
回答が中国,オーストラリアの半数しかなく,どちらとも言えないが
46.3%と高くなっている｡タイの場合,欧米の大学や大学院で教育を受け
ているとか,チュラルンコーンやタマサートなどの一流国立大学出身者
は,管理者として卓越した能力を持っており,日本の管理者かそれ以上の
能力や知識,経験を持っているとの答えを面接調査でよく聴かされた｡
ここで述べたように,中国人管理者の担当する専門職能に関しては,
オーストラリアより7.7ポイント低いとはいえ,比較的高い評価がなされ
ていると考えられる｡中国人は自己の利益を中心に考えるので,特定の職
能に関してより高い知識,能力や経験をもっていることが,自己の利益に
かなう職務や職位を得る機会が多くなる｡面子を大切にする事からよりよ
い職務や地位を得たがる｡頻繁に転職する事により,さらに良い職務や職
位を求める等の事から,知識,能力や経験を取得することに平素より努力
している｡これらの事が日本人経営者や管理者の,この能力に関する評価
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が高くなると考えることができるといえる｡
しかしここで考えなくてはならない事は,中国人管理者が自分の担当す
る専門職能に関する知識や能力を持ち,そのことに対する経験が豊富で
あったにしても,日本的経営管理の特徴として,集団主義的な業務の達成
のために,常に上司,同僚,部下と協働して業務を遂行する制度において
は,上で述べた如く管理者の職務は,そのために部下の面倒を見る｡部下
を教育したり訓練して,全体として企業や組織の活動が維持･推進される
必要があると考え,現実にそのことが行われている管理制度のもとでは,
担当する専門職能が卓越していたり,十分にできるだけでは十分ではない
と考えられる｡日本とは異なった基準とか,考え方が国や地域では存在し
ている｡
口本企業や組織は,中国現地企業において相矛盾するような管理者の職
能に対して,どのような方法や制度で運営すべきなのかとの疑問がのこ
る｡欧米企業の現地企業や中国地場企業のように専門能力を重視して管理
を実施していくのか,日本企業のような総合的な管理職能を,現地人管理
者に求めていくのかの選択をしなくてはならないと考えられる｡日本企業
なので日本的管理方式を採用して,それに従って現地人管理者や従業員の
管理や,企業を運用していく方が良いのか22',現地中国では質問1で指摘
されたような,中国人の考え方や行動様式の特徴から来る様々な問題点や
特質,それに中国の社会･経済制度｡中国における雇用市場の状態｡現地
地場や欧米系企業の管理方式との関係や影響｡中国人の仕事や職場,それ
に企業や組織に対する考え方や行動様式などなど多くの要因が関係してく
るので,どのような管理制度や方法が適しているのかは,慎重に考慮しな
くては回答は出せないと考える｡筆者も今後さらに調査を進め,現地中国
における制度や,中国人が職務や職場,企業や組織に関してどのような価
値観や考え方をしているのか｡それによってどのような行動様式を取る傾
向があるのかなどのことに関して,共同研究者と研究を重ねて中国現地日
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系企業の経営管理のあるべき姿についての考えや，見解を出したいと考え
ている O
近年，政府関係組織や現地日系企業の業界団体が協力して，現地日系企
業や政府関係組織などで勤務する， 管理者や従業員の職務能力の向上や，
日本の企業や組織の制度や特質を理解して，現地中国人管理者や従業員が
安定して定着するように，教育機関の設立や， 資格試験を実施したいとの
努力がなされているとのことであるが， 筆者もこの考えや動きは，問題解
決の一助になると考える O
以下にこの質問項目に関して寄せられた回答結果を表と図によって示 し
たので参考にして頂きたい。
自己の専門職務に関して充分な知識経験能力を持っている
度数 ノT一セント 累積パーセン ト
無回答 3 4.1 4.1 
全くその通りと考える 9 12.3 16.4 
そのように考える 36 49.3 65.8 
どちらともいえない 14 19.2 84.9 
そのように考えない 10 13.7 98.6 
全く同意できない l 1. 4 100.0 
合計 73 100.0 
全 く同意できない
1/ 1% 
そのように考えない
10/14% 
どちら ともいえない
14/19% 
無回答
3/4% 
全 くその通り と考える
9/12% 
そのように考える
36/49% 
現地中国人管理者の担当する専門職能に関しては，上で述べたように
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オーストラリアの場合と同じく,日本人経営者や管理者はある程度肯定的
な評価をしていると考えられる｡その理由は自己の利益の優先的な追求の
ためとか,面子を重んじるために自分の職務と職位がより良い方が良い,
欧米と同じく能力主義的思考が強くあり,より良い仕事や職位を求めて頻
繁に転職をするというスペシャリスト的発想が強いために,自己の担当す
る専門職務に関しては,評価できる程度の能力レベルがあると考えられ
る｡
それでは,自分の担当する以外の専門職能に関してはどうなっているの
であろうか｡日本企業や現地日系企業では,一般的に集団主義的生産体制
や活動のためのシステムを採用し,集団主義による目標達成を目指してい
る｡そのために集団体制を安定して維持するために,現地人管理者や従業
員に対しても,基本的には集団メンバーを長期的に雇用し,人財として
扱っていこうとしていると考えられる｡また集団主義的な目標を達成する
ために必要とされる上司･同僚･部下が常に連携的協働が取られている｡
それによって仕事の能率を測ったりしている｡そのために日本企業では,
従業員たちを特定職務担当の専門家ではなく,ジョブ･ローテーションに
よってゼネラリストとして育成する考え方が一般的である｡そして将来的
には長期雇用によって企業内で人材を育成し,将来は自分たちに替わって
トップマネジメントにまでなって欲しいと考えていることが多い｡その事
に関連して管理者の職能として重視されるのが,特定の専門職能よりも,
部下の面倒を見るとか,部下を教育･訓練する職能を重視するという傾向
が強くなっている｡いわゆる日本企業や海外現地日系企業では専門的職務
能力よりも,現在専門とする職能以外の事ができる要素が重要視される｡
その他に集団主義体制を維持していくために,情報の共有が大変重要な要
素となる｡
これらの事をふまえて,現地人管理者のこの職能を日本人経営者や管理
者達は,このことをどのように考えているのか｡また評価しているのであ
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ろうか｡以下にそのことに関して考察することにしたい｡
それでは質問3の次の質問項目(彰"自分の専門とする以外の仕事に関す
る知識や能力を十分に所有しているかどうか"に関する評価について取り
上げる事にする｡
③ ``自分の専門とする以外の仕事に関する知識や能力を十分に所有して
いるのか否が'に関して,同じ様に質問を試みて回答を得た｡その結果に
ついて以下に述べる事にしたい｡
この質問に関する回答結果では, ①全くその通りと考える｡ ②そのよう
に考えるの肯定的な回答をした人が全体の9.6%と少なく｡反対に④その
ようには考えないとか,強い否定の⑤全く同意できないと否定的な回答を
した人が全体の54.80/o｡ (彰のどちらとも言えないとする回答が31.5%と
なっている｡
この回答結果から判断すると,中国人管理者が専門とする職能以外の知
識や,能力を所有しているか否かに関しては,上でも既に述べたように,
かなり厳しい評価がなされている｡このことを肯定する回答は10%以下で
あるのに対して,否定的な回答が54.8%と半数以上を占めている｡どちら
ともいえないが3分の1近くあるとはいえ,やはり日本人経営者や管理者
は,彼らの専門とする職能以外の能力･経験などに関して厳しく評価して
いる｡
理由として,中国人管理者や一般従業員達は自分の仕事の範囲を明確に
定め,その範囲内にある仕事に関して自分が所有する専門職能を活用し
て,職務を遂行していくとの考え方があるので,自分の仕事に関する知識
や能力･経験は十分に所有している｡しかしそれ以外の職務に関する知識
や能力･経験は,必要とされないので積極的に所有する必然性がない｡仕
事を求める時も,自分が現在就いている仕事の知識や能力,それに経験を
生かせるところ｡それらを活かしてより自分にとって有利な職務や,職位
を獲得していく事に重きを置いているので,自分が得意とするとか専門と
26
する職能には関心を持っているが,それ以外のことには関心をあまり示さ
ないと言える｡またその職能を身につけることが自分にとって有利となる
事が明確になるまでは,積極的に他の職能に関する知識や,技能を獲得し
ようとする積極さは低いようである｡目先の利益に左右される事が多いと
の指摘があるが,彼らにとってはそれが一番大事な事柄であり,日本人の
ように将来の地位や生活に関して関心を示す人間は,中国人達に尋ねても
少ないようである｡その他に中国では自己の利益を最優先させる考え方
や,そのような行動をとる傾向が強い｡また欧米と同じく能力主義的思考
が一般的に強くあり,仕事を遂行する上で優れた知識や能力･経験を持つ
事が有利であり,その知識や能力･経験を生かすことができる｡より良い
仕事や職位を求めて頻繁に転職をするという,スペシャリスト的発想が強
いために,自己の担当する専門職務に関しては,一定の評価できる程度の
能力レベルがあると考えられる｡しかし,これとは逆に自分の専門としな
い職務に関する知識や能力,それに経験は必要でなく関心が薄いと考えら
れる｡無駄なエネルギーを使ってそのことを習得する必要もないし,気拝
があったとしてもそれを生かせるチャンスが少ないので,持つこと自体無
駄であると考えているのかもしれない｡また中国人は一般的に欧米人と同
じ様に,人生設計が明白である人間が多く,そのことから自分にとって有
利な専門職能感覚を強く持っているとも言われている｡反面,自分の専門
とする職務以外のことには関心が低く,それらの知識や能力,経験を積極
的に取得する気持が強くなく,いわゆるその必要性がないので,中国人管
理者や従業員達は持つ必要がないと考え,それらの取得にも消極的にな
る｡従って彼らの専門とする職務以外の知識や能力･経験等は低いといえ
る23)｡
また質問1の回答で中国では管理者にしろ一般従業員にしても,自分の
仕事の範囲を明確にしているとの指摘があったが,他人の仕事には無関心
であったり,他の人との仕事の協力関係には消極的であるとの指摘があ
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る｡すなわち自分の専門とする職務に関する事以外には,関心を積極的に
持たないとの考えが強いと考えられる｡また上でも述べたが,中国人は欧
米人と同じ思考を強く持っている｡ある意味では欧米人以上にドライで想
像する以上に積極的な思考を持ったり,行動力を持っているとの指摘もあ
る｡また中国人管理者や一般従業員達は,欧米人と同じかそれ以上に,自
分の能力や知識･経験を必要とする企業や組織に自らを売り込む,すなわ
ち契約主義的な思考を持っているとの意見もある｡個人利益中心的な思考
や行動をするとの指摘がある反面,このことと関連していないものに関し
ては,関心を示さない所があるのではと考えられる｡その結果が如実に示
された評価が出されていると考えられる｡
それではこの事に関して,オーストラリアやタイ国ではどのような評価
がなされているのか,それらと比較しながら,中国での回答の特徴を明ら
かにすることにしたい｡まずオーストラリアの場合は,担当する専門職務
以外の知識に関して, ①高いとする回答は6.8%,これに対して②どちら
とも言えないが45.2%, ③低いは43.3%,無回答が4.8%となっている｡
オーストラリアの調査では多くの日本人経営者や管理者が,現地人オース
トラリア人管理者について,彼らは部下の面倒を見るとか,教育訓練は出
来ない｡また他の管理部門の管理者との協働は出来ない者が多いが,自分
の担当する専門職能に関する知識,能力,経験では卓越している｡それは
オーストラリアや欧米では,職能が社会において一定のステータスを意味
し,それらが社会の中でのヒエラルヒ-を形成しているために,自分が希
望する職務に就きたいとすると,その職務や職位に求められる知識や能力
等の資格や要件などを,自前で取得するとか,必要とされる経験をつんだ
後にその職務やポジションに応募して,採用されるのが一般的であるから
との理由からである｡しかしこのことから担当する専門職務以外の職能に
関しては,逆に例外を除いて殆どか,全くないとの指摘や回答が多く寄せ
られた｡調査回答ではどちらとも言えないが45.2%あるが,このことを示
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すように低いとする回答が43.3%と多くなっている｡このことに対する中
国での回答が54.8%であるから,それよりは10ポイント強低いが,この事
は上で述べたことを裏付けていると考えられる｡
それでは次にタイ国の回答結果ではどのようになっているのかという
と, ①高いとする回答は12.2%｡ (彰どちらともいえないが41.50/o｡それに
対して③低いとする回答は46.3%と高くなっている｡タイ国においてもこ
のことに関する評価は厳しくなっているが,中国での調査結果よりは多少
良いといえる｡しかしこの事柄に関しては評価が低く,その理由は上で述
べた事が理由として考えられると言える｡
以上中国,オーストラリア,タイと現地人管理者の担当以外の職能に関
しての評価について見てきたが,中国における評価が一番厳しく出ている
といえる｡この理由として考えられる事は上で既に詳しく言及したが,中
国人管理者や一般従業員達は自分の仕事の範囲を明確に定め,その範囲内
にある仕事に関して,自分が所有する専門職能を活用して職務を遂行して
いくとの考え方が強くあるので,自分の仕事に関する知識や能力･経験は
十分に所有しているが,しかしそれ以外の職務に関する知識や能力･経験
は必要とされないので,積極的に所有する必然性がないと考えているので
はないかといえると考える｡中国におけるこのことに関する特徴が,ここ
での評価に示されていると言える｡
この結果に関して,今後現地日本企業や組織の日本人経営者や管理者は
どのような対応や,対策を考えていかなくてほならないのであろうか｡彼
らが質問1での問題点と指摘した中国人管理者や,一一般従業員の特徴とし
て取り上げている,自己中心的考えや行動を常にする｡また欧米人と同じ
く能力主義的思考が一般的に強くあり,仕事を遂行する上で優れた知識や
能力･経験を持つ事が有利であるから,その知識や能力･経験を生かすこ
とができる専門的職能に特化する｡いわゆるスペシャリスト的発想が強い
ために,自己の担当する,またそのことに関連すると考えられるが,自分
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の仕事の範囲を常に明確に限定して,それ以外の事は指示してもなかなか
行わない｡日本企業や組織でごく当たり前のように考えられ,実施されて
いる同僚や仲間と協働して職務を遂行することがなかなか出来ない｡自分
に適したと考える仕事や職位を求めて,絶えずそのチャンスを狙って転退
職を安易に繰り返す｡いわゆる自己の専門とする能力を活かそうとする思
考や行動をする｡仕事の報告をしないで自分だけで情報を保持するとか,
仲間内だけで情報を保有して,仲間以外には必要とされる事でも外部に流
さない｡対策としての指摘として,中国人管理者や従業員の管理には,明
確な規則やルールが基本的に必要とされるなどの事や,これらの事柄に加
えて中国の社会制度や雇用市場環境,欧米現地企業や現地地場企業におけ
る管理方法｡さらに彼らの仕事や企業･組織に対する基本的な価値観,行
動様式を重視して,中国式に専門職能だけを遂行させる方法が良いのか,
日本的な管理者に対する考え方を現地に導入する努力をして,管理者とし
て部下の面倒を見るとか,部下に対する教育･訓練もさせるほうが良いの
か,このことを慎重に考えなくてはならないと考える｡
筆者もより多くの調査を今後も重ねて,この事柄に対する事実や,回答
などから得られる様々な評価を分析して,どのような方法や対策がより優
れているのかを明らかにしたいと考えている｡以下に調査結果に関する表
と図を掲載するので参考にして頂きたい｡
自己の専門職務以外の知識経験能力を充分に持っている
度数 ｸ5ｨ986r累積パーセント     
無回答 4.1 釘    
全くその通りと考える 4.1 唐    
そのように考える 釘5.5 2縒   
どちらともいえない 231.5 鼎R    
そのように考えない 42.5 塔r縒    
全く同意できない 湯?2.3 ????
合計 都2100.0  
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全く 同意できない
9/12% 
そのように考えない
31/ 42% 
WI;回答
3/4% 
全く その通りと考える
3/4% 
そのように考える
4/5% 
どちらともいえない
23/32% 
以上現地日系企業に勤務する中国人管理者の， 彼らが担当する専門職務
と担当外の職務に関して，日本人経営者や管理者がどのような評価をして
いるか。その評価に関係すると考えられる様々な要因などに関して考察し
ながら論述してきた。次に彼らが専門とする職務の遂行に当たって，責任
感を十分に持っているかどうかに関しての評価を依頼した。
これは海外現地企業の日本から派遣された経営者や管理者，その他のス
タッフに面接調査を実施した場合に，現地人管理者や従業員達が自分の
行った結果に対して責任をとらないとか，とりたがらないとの指摘を聞か
されるからである D このたびの中国調査でも，質問 1 の問題点の指摘で，
現地人管理者や従業員はミスを認めたがらない。責任を取らないとの指摘
が多く の人たちからなされている O これは各国共通の要因とも考えられる
が，職務遂行責任を忌避したりされたのでは，職務を安心して遂行させる
ことはできないので，経営管理上大き な問題であると考える D まして管理
者が責任を認めないとか，忌避したのでは問題がより深刻であると考え
るO それではこのことに関して評価はどのようになっているであろうか口
調査結果からこのことを分析してみることにしたい。
それでは質問 3の項目④ “自分の専門とする仕事に対する責任を十分
持っているかどうか"の 評価に関する回答は，どのようになっているか。
④自分の専門 とする仕事に対する責任を十分持っ ているかどうかに関し
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て,上で述べた質問と同じ様に,質問を試みて回答を得た｡その結果につ
いて以下に述べることにしたい｡
この質問に関する回答結果では, (も全くその通りと考える｡ ②そのよう
に考えるの肯定的な回答をした人が全体の58.9%｡反対に④そのようには
考えないとか,強い否定の⑤全く同意できないと否定的な回答をした人が
全体の6.9%｡ ③のどちらとも言えないとする回答が30.1%となってい
る｡
この回答結果から判断すると,中国人管理者が自分の専門とする仕事に
対する責任を十分持っているかどうかでは,このことを否定するような回
答は6.9%と低く,逆にこのことに関して約6割が肯定的な評価をしてい
る｡日本人経営者や管理者は部下である中国人管理者は,専門とする仕事
に対する責任を十分持っているかどうかに関しては,肯定的に評価してい
ると考えられる｡
理由として,中国人管理者や一般従業員達は自分の仕事の範囲を明確に
定め,その範囲内にある仕事に関して自分が所有する専門職能を活用し
て,職務を遂行していくとの考え方があること｡また自分の仕事に関する
知識や能力･経験は十分に所有していること｡その他に中国人は面子を重
んじるので,自分の職務に関しては責任を持っているというような行動を
とる傾向が強いことも,質問1で回答していることなどが背後要因として
考えられる｡
また欧米人と同じく中国人は能力主義的思考が一般的に強くあり,仕事
を遂行する上で優れた知識や能力･経験を持つ事が自分にとって有利であ
ること｡またミスを犯さない事がより良い仕事や職位を維持できると考え
るので,注意しているのではないかとも考えられる｡しかし,このことと
は反対に,質問①の問題点としてあげられていることで,中国人管理者や
一般従業員は仕事上のミスを認めたがらない｡責任を取らないとの指摘が
20件近くもある｡これが事実であるとすれば上に述べた事と矛盾している
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とも考えられる｡しかしこの回答では管理者と従業員を一一緒にして扱って
いるので,別々にしたら,管理者は比較的責任をとるとの回答になったの
かもしれないとも考えられる｡だが質問1の回答で,中国では管理者にし
ろ一般従業員にしても,自分の仕事の範囲を明確にしているとの指摘が
あったが,他人の仕事に関しては無関心であるとか,他の人との仕事の協
力関係に消極的であるとの指摘がある｡すなわち自分の専門とする職務に
関すること以外には,関心を積極的に持たないとの考えが強いと考えられ
る｡この事は仕事上の責任を取りたくない｡特に同僚や部下の仕事に関係
して責任を取りたくない,すなわち自分の仕事の範囲を明確に限定して,
責任がかからない方法を取っているとも考えられる｡これらのことから責
任をとりたがらない,との否定的評価をした人がいるのかもしれないと考
えることが出来る｡
しかし,調査結果を単純に見た限りでは,管理者は"自分の専門とする
仕事に対して責任を十分持っている"との評価が多いと考えられる｡ここ
での責任問題で考えられる事は,その責任範囲が明確にされていたかどう
かも問題となる所である｡日本企業では連帯責任という考え方が強くある
が,同僚や部下が関係している事に対して,彼らが無関心と言うことから
責任感が低いと評価したら,そこには差異が生じてくる｡個々の結果を見
ると,否定的な評価が6.9%と低い事から,このような恐れはないと考え
る事ができるといえる｡
それではこの事柄に関して,オーストラリアやタイ国ではどのような評
価がなされているのか,調査回答結果を参考にして結果を比較し,中国で
のこのことに関する回答の特徴を明らかにする事にしたい｡
まずオーストラリアの場合は,自分の専門とする仕事に対する責任を十
分持っているかどうかに関して, ①高いとする回答は67.3%と,中国より
8.4ポイント高くなっている｡これに対して②どちらとも言えないが
19.2%,否定する回答の③低いは7.7%と少なく,無回答が4.8%となって
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いる｡オーストラリアの調査では多くの日本人経営者や管理者が,鋭地人
オーストラリア人管理者について,彼らは部下の面倒を見るとか,自分の
部下に対する教育･訓練は日本人管理者のように出来ない｡また日本企業
のように他の管理部門の管理者との協働は出来ない者が多いが,自分の担
当する専門職能に関する知識,能力,経験等に関しては卓越したものを
もっている｡専門職務に関してだけなら,明らかに彼らのほうが日本人管
理者より優れているとの回答を,面接調査の際にしばしば受けた｡
その理由はオーストラリアや欧米では,職能が社会で一定のステータス
を意味しており,自分が希望する職務に就きたいとすると,その職務や職
位に求められる知識や能力を大学や,職業学校または働いて自分の努力
で,まさに自前で取得するとか,必要とされる経験をつんだ後にその職務
やポジションに応募して,採用されるのが一般的であるからとの理由が考
えられる｡また自分が担当する職務職位を維持するためには,まず仕事上
のミスを犯さない事であり,責任が自分にかからないように,自分の職務
範囲を明確にして,同僚や部下の仕事上のミスや責任が自分にかかってこ
ないように,努めているからであるとも考えられる｡オーストラリアにお
いてもこの評価と異なり,オーストラリア人管理者や従業員達は自己の起
こした事柄に関して,責任を取りたがらないとのことを面接調査の際に指
摘を受けるが,一方しかるべき地位にいる管理者ほど潔く責任を認めて,
その責任を取って退職するとの事実を聞かされたことがある｡オーストラ
リアのケースでは,中国のケースよりもこのことに関して評価が高くなっ
ているが,中国においてもこのことに関する評価は,オーストラリアと同
じく高いのではないかと考えられる｡
それでは次に,タイ国の調査回答結果ではどのようになっているのかと
言うと, ①高いとする回答は31.7%｡ ②どちらともいえないが39.0%｡そ
れに対して(彰低いとする回答は29.3%となっている｡タイ国においてこの
ことに関する評価に関しては,高いとする回答が31.7%と,オーストラリ
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ア調査結果より35.6ポイント,中国での調査結果より27.2ポイント低く
なっている｡この理由としては,近年では大きく異なっているようである
が,タイ人の特性としてマイペンライという事が大きく関係していると考
えられる｡すなわち何か問題が発生しても大した事はないとか,大した問
題ではないとして片づけてしまうことが多く,責任を強く追求すると嫌が
るところがある｡すなわち間違いはいつでも,何処にでも,誰にでも起こ
るので,人物の大きな人や地位の高い人は,その過ちを知っても騒ぎ立て
たりしない｡むしろ大目に見ることであるとの考え方が強く,マイペンラ
イで物事を片付けることが良いとされている｡そのために責任意識が低い
といわれることが多い｡
またタイ人は面子を大変重んじ,面子を重要として考えるところがあ
り,シーアナ-といって人前で面子をつぶされる事を極端に嫌うので,こ
のことが責任回避の原因となっていることも考えられる｡その事を裏付け
ることとして,人のいないところで責任を追求すると,素直にミスを認め
ることが多く,彼らの面子を潰されなければ責任を認めるようである｡
ここでも言える事は,責任に対する考え方やそのとり方の背後に,人種
や国民によって大きな違いがあると言うことである｡日本のように,責任
を素直に認めて謝罪する事によって,それが全てではないが許される環境
にあるところと,責任の追及を明確にするところ,それに面子があり責任
を場合によっては認め難いところがある｡ようはそこで責任をとりやすい
環境や,条件が整っているかどうかによっても替わってくるといえるの
で,評価の際にこのことが考慮されるべきなのかもしれない｡
中国にしろオーストラリアにしろ,またタイ国でも管理者の自己の職務
に対する責任を認める事に関して,外国系企業で勤務しているので,責任
を安易に認めると責任を取らされて首になる事を恐れて,安易にミスを認
めることや,責任を取ることを嫌うことに繋がるとの指摘も,面接調査の
際に聴かされたことがあるが,このことは事実であると言える｡
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今ひとつ責任の取り方であるが,上でも述べたが日本の企業や組織,そ
れに社会においては,責任の取り方が諸外国と異なっている事が,ここで
の評価に反映されているのではないかと考えられる｡日本の場合潔く責任
を認め,謝罪したら注意して許されるという事がごく一般的に行われてい
るが,他の国々では責任はそれなりの覚悟が必要とされる事で,日本との
責任の取り方の差異にも,考え方の違いがあると言えるのではなかろう
か｡この場合,日本的な責任の取り方が良いのかどうか,今後熟考しなけ
ればならない事であると考えられる｡責任の問題を考えるとき,責任に対
する意識の違いを考慮する必要がある｡
中国人管理者の担当する職務に関する責任に関しては,おおむね肯定と
の回答が多くなっているが,個々のケースでは微妙に異なっているのでは
ないかとも考えられる｡質問1の問題点としての回答の⑥に, "現地人管
理者や従業員達は仕事卜のミスを認めたがらない｡責任を取らない｡''と
の指摘が20件も寄せられている｡上に述べた事と関連していると考えられ
る｡責任の考え方やその取らせ方が影響していると言える｡
さてこの責任問題は業務の遂行や,経営管理では疎かに出来ない問題で
あり,上でも触れたが,今後海外現地での日本企業が,どのように対応す
べきか真剣に検討すべき点があると考えられる｡
以下にこのことに関する調査結果の表と図を掲載してあるので,参考に
していただきたい｡
36 
自己の専門職務に対する責任感を充分持っている
無回答
全くその通りと考える
そのように考える
どちらともいえない
そのように考えない
全く同意できない
合計
全く 同意できない
1 1 
そのように考えない
4/5% 
どちらともいえない
22/30% 
度数
3 
10 
33 
22 
4 
1 
73 
ノT一セント 累積パーセント
4.1 
13.7 
45.2 
30.1 
5.5 
1. 4 
100.0 
現時回答
3/4% 
全く その通りと考える
10/14% 
そのように考える
33/45% 
4. 1 
17.8 
63.0 
93.2 
98.6 
100.。
管理者の職能には様々なものがあるが，その中でも管理者として職務を
遂行していく上で， 一般従業員よりも重要と考えられ，かつより多く求め
られる職能として計画職能があるといえる O 管理者が成すべきことは，与
えられた目標をどのように達成していくべきか，それにはまず計画を立て
ることから始められると考えられるからである O また管理者は計画に基づ
いて目的達成のために，部下である従業員を指揮・監督することでもあ
る。海外の現地日系企業において日本人経営者や管理者，その他のスタッ
フに面接調査を行っていると，彼らから しばしば現地人管理者は仕事に対
する計画性が欠如していて問題である O 彼らは指示されたことは行うが，
自らの担当業務に関しても，何を，いつまでに，どのように行っていくの
かという計画を立てて実行する事が出来ない。この事から管理者としての
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資質を疑いたくなるとか｡物事を遂行する時,管理者として計画を立て
て,それに従ってどのように遂行するかということは,管理者としての基
本的職能である｡この重要な事柄をどのように認識しているのであろうか
との指摘を受けることがある｡
しかし考えてみると,計画を立てて物事を遂行することは,どちらかと
言えば中･長期の事柄に関係したことである｡日本以外の海外の多くの
国々においては,しばしば短期間に転職や退職が頻繁に行われるために,
計画を立てて物事を行うほど,彼らは会社に勤務していないことが多いの
で,計画職能はおおむねトップマネジメントや,日本人管理者の仕事であ
ると考えられてしまう｡このことから管理者といえども計画職能を重視す
ることを,強く認識しない原因となっているといえる｡
それでは現地人管理者の計画職能に関して,日本人経営者や管理者達は
どのように評価しているのであろうか｡調査結果を検討しながら論述する
ことにしたい｡
質問3の質問項目の⑤ "管理者として仕事に対する計画性や先見性を
持っているかどうか,"との問いに対する評価回答は以下のようになって
いる｡
このたびの中国における調査では,全くその通りと考える｡ ②そのよう
に考えるの肯定的評価は, 28.8%｡ ③どちらともいえないが41.1%｡ ④そ
のようには考えない｡ ⑤全く同意できないとの否定的評価回答は26%と
なっている｡どちらとも言えないとする評価が41.1%と4割強あるが,育
定,否定ともに約4分の1強の回答を得ている｡これを質問1の問題点と
して指摘された回答とすり合わせながら見てみると, ③の現地人管理者や
従業員達は上司の意見やルールに従わずに,我流で仕事をする事が多いと
の指摘がある｡会社のルールや計画に従わないで,自分勝手に職務を我流
で遂行することがある｡仕事に必要な事前準備や段取りを考えないため,
任せていると我流で仕事をしてしまう｡また決められた事でも面倒であれ
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ば,我流で物事を進め,全て自分の判断で行ってしまうとの指摘等があ
る｡これは極端な例かもしれないが,これらのことがあるので日本人経営
者や管理者達は,現地人管理者は計画性を持たないとか,計画を無視して
我流で仕事を遂行すると評価しているのかもしれない｡
上でも言及したが,彼らは転職や退職を頻繁に繰り返すとの指摘がなさ
れている｡転退職が多いと会社や組織それに職場での計画は,自分が在職
している時のみに関係することであるから,計画に重きをおかないのでは
ないかと考えられる｡現地人管理者や従業員達は,仕事の報告をしないと
の指摘がある｡日本企業の場合には,集団主義的職務の遂行が主であるた
めに,情報共有が基本となっている｡従ってホ- (報告),レン(連絡),
ソ- (相談)が基本となっているために,仕事の報告をする事は職務遂行
のイロハである｡しかし中国の場合には上司や同僚,部下との協働を嫌っ
て,自分に与えられた職務を決められた範囲内で,自分だけで行うのが基
本であるために,全体の計画とか自分の部署の計画と,自分の仕事との関
連性を考えない事があるので,このような評価を日本人経営者や管理者が
するのではないかとも考えられる｡これらのことがあるので,日本人経営
者や管理者は現地人管理者や,従業員を管理,監督,指揮して業務を遂行
していくために,基本的に必要な事はルールの確立とそれを遵守させる事
が必要であると,質問2の管理のための対策として必要な回答としてあげ
ている｡また現地人管理者と従業員には,常に明確な管理方針を示して守
らせること｡現地人管理者や従業員を管理していくためには,研修が必要
であるとの指摘がなされているが,このような知識をつけさせる事を意図
しているのではないかと考える｡これら多くのことが管理者の計画性や先
見性がないことや,それが弱点であることの要因として考えられる｡
それではこの計画性と先見性に関して,オーストラリアやタイではどの
ような回答結果となっているのかを明らかにして,それを中国のケースと
比較させながら,中国人管理者の特徴を明らかにしていきたいと考え
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る24)｡
この管理者の仕事に対する計画性と先見性に関して,オーストラリアの
ケースでは①高いと肯定する評価回答は4.90/oと低く｡ (彰どちらともいえ
ないが34.1%｡ ③低いとするものが61.0%と中国に比較してかなり多く,
否定的回答に関しては中国の管理者の方が27ポイントも少なく,逆に肯定
とする回答は22ポイントも高くなっており,オーストラリアより中国での
評価は明らかに良いと言える｡
それでは次にタイ国の回答結果と比較をして見てみたい｡タイ国のケー
スでも①肯定的な回答は4.9%とオーストラリアより低くなっている｡ ②
どちらともいえないが34.1%｡ ③否定する回答は61%とここでも高くなっ
ている｡この理由として考えられる事は,近年はかなり変化してきてお
り,計画性や先見性をもった,教育レベルの高い若い有能な管理者が多く
なってきているので,かなりこの事は変化してきていると言われている
が,少し前まではタイ人は南方享楽思想が強く,明日の事より今日やいま
現在のことが重要で,将来の計画は不確定なことを決めても,それは無駄
であるとの考え方が強いこと｡また将来のことは仏様が決める事であっ
て,全ては仏様が決めてくださるとの考えが支配的であるので,管理者の
計画性や先見性に関する能力は,ここでの調査結果が示すように低いと言
える｡
またタイではマイペンライの考え方が強く,出たとこ勝負で結果は時の
運のような考え方が支配的であるので,このことに関しては評価が低くな
ると言える｡さらにタイ人は抽象的な思考を嫌い,わからないもの事を考
えることはブ-ア(面倒くさい)との考えをもっており,計画などの面倒
なことはトップや上司の仕事で,自分に直接関係がないとの態度を取りが
ちであり,ここでの回答が低い要因となっていると考えられる｡
さて日本の企業では,従業員に対して長期的視野を持って職務を遂行す
ることを求め,特に計画性と先見性を持つように要求されるので,トップ
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マネジメントから一般従業員までこのことに関しての意識を強くもってい
る｡従って海外に派遣されている経営者や管理者は,このことを当然であ
るとする考えを持っていると考えられる｡そのために海外現地の管理者や
従業員達にも,このことを求めるのは当然であると言える｡確かに先見性
を持って,長期的視野にたって計画を立て,それに従って職務を遂行させ
る事は企業にとって必要である｡しかしこの事は日本のように長期雇用や
年功序列制度によって,雇用期間が長くかつメンバーが長期にわたって,
同じ企業や組織に勤務する事を前提にしている場合は,このことをメン
バーに対して求めやすいが,上で述べたように,わが国以外の国々では長
期雇用制度のもとで,メンバーが長期にわたって同じ企業や組織において
勤務する雇用環境にないところでは,従業員の勤務する期間が短期である
のに,彼らに長期的視点に立って計画を立てたり,先見性をもって計画を
立てたり,職務に従事することを求めるのは無理があると考えられる｡
しかし,先見性や計画性は上でも述べたが,管理者に必要な職能として
求められる要素である｡しかし雇用環境が短期的雇用を前提としていて,
転職が一般的な国々や地域では,そのことを求めるのが難しいと考えられ
るが,短期に転職する環境にあっても,計画に従って常に動く制度を確立
して,それをマニュアル化する事によって,何処からでも計画に参加でき
る制度を準備すれば,問題はあるところまで解決できるのではないかとも
考えられる｡それには社内や組織内の円滑な情報制度を確立して,情報に
よって対応できるシステムの確立も必要であるかもしれない｡また,無駄
になる事があってもそのことを教育･訓練する研修システムの存在が欠か
せないとも考えられる｡わが国企業や組織が今後国際化して,ますます多
数の企業とか組織が海外に出て行くことになると考えられるので,この間
題は真剣に考えていかなくてほならないと考える｡
最後に,中国現地日系企業の管理者の,計画性と,先見性に関しては必
ずしも評価が高いとはいえないが,オーストラリアやタイ国のケースと比
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較した場合，明らかに良い状態にあると考えられる O 上に述べた ような企
業の様々な努力によって，この事は より改善されていくのではないかと考
える O 以下にこのことに関する評価についての調査回答を掲載するので参
考に していただきたい。
管理者として仕事に対する計画性や先見性を持っている
無回答
全くその通りと考える
そのように考える
どちらともいえない
そのように考えない
全く同意できない
合計
全く同意できない
5/7% 
そのように考えない
14/19% 
どちらともいえない
30/41% 
度数
3 
1 
20 
30 
14 
5 
73 
ノf一セント 累積パーセント
4. 1 
1. 4 
27.4 
41. 1 
19.2 
6.8 
100.0 
無回答
3/4% 
全くその通りと考える
111% 
そのように考える
20127% 
4.1 
5.5 
32.9 
74.0 
93.2 
100.。
管理者には一般従業員以上に計画性や先見性が強く求められることを，
上のところで詳しく述べたが，このことと同じ様に管理者に強く求められ
る事柄は，創造性を持ちそれを職務の遂行や，会社や組織の将来的発展の
ために活用することが必要であると考える O 創造性がない管理者のもとで
は従業員の士気 も低く，仕事の能率や生産性が低くなると考えられる O 創
造性こそ管理者により強く求められる職能であると言えるo それではこの
創造性に関して，中国現地人管理者の創造性について， 日本人経営者や管
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理者はどのように評価しているのであろうか見てみることにする｡その特
徴を明らかにするために,上で行ってきたのと同様に,オーストラリアや
タイ国のケースと比較させながら,特徴を把握する方法でも検討する｡
質問3の質問項目の, ㊨ "管理者として仕事に対する創造性を持ってい
るのか''に関して,調査結果では以下のような評価結果となっている｡
中国での場合,このことに関しての調査への回答を見てみると, ①全く
その通りと考える｡ (彰そのように考えるの肯定的な回答をした人が全体の
20.5%｡反対に④そのようには考えないとか,強い否定の(9全く同意でき
ないと否定的な回答をした人が全体の28.8%,どちらとも言えないとする
回答が46.6%であった｡この結果から判断すると,中国人管理者の創造性
に関しては,否定回答が肯定的とする回答よりも8.3%多いが,現地日本
人経営者や管理者は,現地人管理者の創造性に関して積極的に評価するも
のと,逆に低いとする者が同程度で,またどちらともいえないが46.6%と
多くなっている｡これらの事から,創造性に関して日本人経営者や管理者
達は,積極的に評価しているとは言えないと考えられる｡
ここでの理由を考えてみると,質問1の経営管理上の問題点を尋ねたこ
とに対する回答と,ここでの回答を関連させて見てみると,質問1では①
現地人管理者や一般従業員達は自己の利益を最優先する考え方が強くて,
会社の利益よりも自己の利益が優先した考えや行動をとるとの回答がなさ
れており,もしその傾向が強いとすると,現地人管理者達の管理は,自己
の利益のためなら創造性を発揮するが,自分の利益に結びつかないなら,
創造性を発揮して会社のために,積極的にアイディアを出す必要はないと
考えるのではないかと言える｡面接調査の際に中国人は創造力を持った人
が多いが,彼らはそれが自己利益に繋がらなければ出してこないし,利益
を得ようとした場合には,勤務している会社でもそれを売り込んでくると
の話を聞かされたが,自分が儲からなければ沈黙している傾向があると,
別の所でも話を聞くことが出来た｡すなわち利益が自分と会社が同じベク
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トルである時は,創造性を発揮すると言う側面があるようである｡
また創造性を求めると勝手に我流で仕事をしてしまう所があるので,か
えって困る事があるとの意見があった｡さらに中国人管理者は仕事の範囲
を明確にしていて,同僚に仕事を教えない｡従って仕事ヒで創造性を活用
してアイディアが生まれてもそれを出してこない｡職場での同僚や仲間と
共同で職務を遂行していくことが出来ない｡そのために仲間とアイディア
を出しあって仕事をしないので,創造性は低くなるとの指摘もあった｡彼
らは仕事上のミスを認めたがらないため,創造性を発揮して新しい事を
行っても,もしそれが失敗したら責任問題とされるので,新しいことを創
造することに消極的であるとの意見もあった｡中国人は面子を重んじるの
で,失敗を嫌う傾向が強く,下手に創造性を発揮して失敗したら面子が立
たないので,創造によって新しい事をするのを梼蹄する｡彼らは転退職を
頻繁に繰り返すので,創造力を駆使して考え出したものがあっても,転職
の際に持ち出してしまう｡彼らは仕事の報告を十分しないので,創造性が
あるのかどうか分らないなどの指摘がある｡
この管理者の創造性に対する回答には,在中国日系企業やその他の組織
の経営者や管理者が,自分の経験した多種多様な視点から述べられている
のではないかと考えられる｡そのためにどちらとも言えないとの回答が,
約半数になったのではないかと思える｡
それではこのことを,オーストラリアの調査結果とタイ国での調査結果
と比較しながら,中国での特徴を考察することにしたい｡まずオーストラ
リアの場合では,仕事の創造性に関しては,どちらとも言えないが53.8%
と半数を超え,全般的管理能力が高いとする肯定的意見は9.6%,それに
対して否定的な低いとする回答は33.6%を占めており,肯定的に評価する
回答が,このたびの中国調査の結果より10.9ポイントも低くなっている｡
この理由は様々考えられるが,オーストラリアの場合,職務に関して権
限の範囲が明確にされていて,創造性を発揮することがより厳しいことが
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理由と言える｡オーストラリアでは権限範囲が厳しく定められていて,自
分の権限範囲を超えていると考えられる場合は,上司にバトンタッチする
ようになっている｡そのため職務上で創造性を発揮できる機会は極端に制
限されている｡このことで管理者と言えども創造性を十分に発揮できない
と考えられる｡このことが日系企業で勤務する場合でも影響して,創造性
の発揮がなされないと思える｡この点中国の方がこのことに関して少し緩
やかであるので,上の結果が出ているのかもしれない｡
それではタイ国の場合について見ることにしたい｡否定的な回答の低い
とするものが70.7%,それに対して高いとする回答は7.3%しかない｡ど
ちらともいえないが22%となっている｡タイでの否定的回答が多く,肯定
的回答が特に低い要因として考えられる事は,今日ではかなり状況は変化
しているが,タイ人は抽象的なことを考える事が不得手であり,彼らは現
実主義であり不確定な事や,仮定の事柄は考える事自体が無意味であると
考えるところがあり,創造性を発揮する下地が欠落していること｡それに
そのような事を考えるのは面倒くさい,ブ-アであるとする考えを,多く
の人が共通して持っているからではないかと考える｡この他に創造性を発
揮する事は,経営者の権限に属することと考えており,自分たちが創造性
を発揮して提案することは許されていないと考えているのが,現地タイ人
に面接してみるとよく理解できる｡これらの数字を単純に比較してもあま
り意味をなさないが,オーストラリアやタイ国では現地人の管理者の仕事
に対する創造性に関しては,日本人現地経営者や管理者はネガティーブな
回答,特にタイ国ではそれが多い｡また肯定とする回答は7.3ポイントと
大変低くなっている｡このたびの調査では中国における回答の結果では,
肯定回答が20.5ポイントとそれ程多くはないが,一番多く見られた｡
しかし中国での回答が他に比較して多少高いとは言えるが,肯定とする
回答が20.5%と5分の1でしかない｡この後も,現地管理者の各種の職能
や態度に関しての回答結果に関して考察していくが,日本企業やその他の
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組織の経営者や管理者は中国現地での経営管理,特に管理者や一般従業員
に対する管理について,中国において最も適した方法は何か,中国人管理
者や従業員を管理しながら,彼らと協働して日常の業務活動を円滑に遂行
していくためには,どのような点に配慮していかなければならないのか,
すなわち日本的経営管理のどのような所が現地での経営管理に適合できる
のか,適合できない部分はどの点なのか｡自分たちの考えや行動が現地人
従業員に摩擦なく,円滑に受け入れられるためには,どうしたら良いのか
熟慮しなくてほならないと考える｡
同時に現実として存在する中国特有の風土や,従業員の価値観や行動様
式をどのような形で,現地企業の経営管理に生かしていくべきなのかに関
して,試行錯誤しながらかつ慎重に考慮しなくてほならないと考える｡こ
の事は個人差や様々な要因から,全て同じ次元で論ずることは出来ない
し,また彼らに対する評価が全て肯定できる結果になる事はないと考える
が,納得できる評価ができるようになるには,どのようにすべきかを考え
ていかなくてほならないと考えられる｡今後中国-の企業進出が急速に増
加して,多数の分野の多数の経営者や管理者,その他スタッフが今まで以
上に現地日系企業やその他の組織において,中国現地で現地従業員と協働
して業務の遂行をしていかなくてはならないことは,確実な情勢であると
いえるのであるから,この事はしっかり考えていかなくてはならない事で
あるといえる｡
さて,ここでの管理者として仕事に対する創造性を持っているのかに関
して,さらに一歩進めて考えなくてはならない事柄があると思える｡確か
に職務遂行に当たって管理者には一般従業員以上に,創造性を発揮して,
よりクリエーティーブな仕事をする事は,管理者である以上当然なことで
あると考える｡しかし,わが国の経常管理の特徴とされている,参加型の
経営システムを活用して,トップマネジメントから一般の従業員までが,
QC, TQC活動から始まって提案制度や小集団活動を活発に行って,衆知
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を結集して日常の業務活動を遂行することに積極的な場合には,全員が仕
事に対する創造性の重要性と必要性を理解して,会社や組織に協力しよう
とすることは明らかである｡そのために全社的に創造性を高めて,職務を
遂行していく体制が出来上がっているが,欧米の企業やその他多くの国々
の経常システムや,企業運用はトップマネジメントから一般の従業員まで
が,社会的なヒエラルキーの中に明確に位置付けられた職能,職位に従っ
て,その中から職務や職位を選択して,契約によって明確に定められた職
務を遂行はできるが,自己の明確に定められた職務範囲の仕事をすること
だけが許された仕事をする,そして自分の明確に定められた職務範囲の職
務以外のことは,一切禁止されているような企業や組織では,いくら創造
性を持った人間でも,創造性は発揮できないと考えられる｡日本以外の
国々では,一部創造性を発揮できる職位についている人間以外は,創造性
を発揮したくてもそれは許される事でなく,それは画餅でしかありえない
と言える｡
このような職務環境で仕事を行ってきた人々に,創造性を発揮して職務
を遂行するように指示してもできる相談ではない｡従って創造性が職務遂
行にとって必要不可欠であることと,創造性が本当に発揮できる環境を与
え,それができるようにしなくては,管理者と言えども創造性を発揮する
事は出来ないと考える｡今後わが国企業が海外に進出して,活発に業務活
動を行っていくためには,創造性の自由な発揮と,創造性の活用ができる
経営環境と,それが活発にできる経営管理制度を確立していかなくてはな
らない事は,日の目を見るより明らかである｡
管理者や従業員が創造性を仕事の上で発揮できる事は,彼らにとっても
創造性の発揮によって,職場での自己実現の達成が可能となるであろうか
ら重要な事柄であると言える｡
以下に仕事に対する創造性に関する中国での回答結果を,掲載してある
ので参考にしていただきたい｡
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管理者として仕事に対する創造性を持っている
度数 ノf一セント 累積パーセント
1W，回答 3 4.1 4.1 
全くその通りと考える 3 4.1 8.2 
そのように考える 12 16.4 24. 7 
どちらともいえない 34 46.6 71. 2 
そのように考えない 17 23.3 94.5 
全く同意できない 4 5.5 100.0 
合計 73 100.0 
全く同意できない
4/5% 
1!l~回答
3/4% 
全くその通り と考える
3/4% 
そのように考える
12/16% 
そのように考えない
17/23% 
どちらともいえない
34/47% 
企業や組織の管理者の基本職能は，情報収集職能と意思決定職能である
と言われている O すなわち管理者はInformationCentre (インフ ォメー
ションセンター)であると同時に， Decision-making Centre (意 思決定
のセンター) でなくてはならないといわれている O 事実この 2つの職能を
果たせない管理者の能力は低いと 考えられる O 仕事を遂行するためには仕
事に関係する要素を， 全て正 しく分析しなくてはならないと言える，この
分析作業は正 しい情報が適宜に，かつ必要な情報が卜分に収集出来なくて
は不可能である O このような面で管理者は企業や組織の情報センターであ
り，その機能を適切に果たしている時に優れた管理者と言われる O またこ
のようにして収集 した情報を基に，適切な判断によって適切な意思決定を
行える事が， 管理者の職務であると 言える D 情報を十分に保有 していて
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も,それを活用して,必要な時に適正な意思決定が出来なければそれは役
に立たない｡
この管理者としての基本的機能である情報収集と,意思決定を行っていく
ために必要とされる分析力と解決力を,中国現地人管理者は持っているの
かに関して評価を依頼した｡
質問3の(彰``管理者として仕事に対する分析力や解決力を持っているの
か否か''｡このことに対して,日本人経営者と管理者からは以下に述べる
ような回答が寄せられた｡
それでは中国現地人管理者の分析力と解決力に関して,日本人経営者や
管理者はどのように評価しているのか調査結果から見てみたい｡中国人管
理者の特徴をより明らかにするために, NLで行ってきたことと同様に,
オーストラリアやタイ国の調査結果と比較させながら,中国人管理者達の
特徴を把握する方法でも検討を加える事にした｡
質問3の質問項目の⑦ "管理者として仕事に対する分析力や解決力を
持っているのか',に関して調査結果では以下のような評価がされている
事が明らかとなった｡
中国での場合,調査の回答である彼らに対する評価を見てみると, ①全
くその通りと考える｡ (彰そのように考えるとの肯定的な回答をした人が,
全体の41.1%と比較的高い回答数である｡この回答とは反対の④そのよう
には考えないとか,強い否定の⑤全く同意できないとする否定的な回答を
した人が,全体の21.9%と肯定意見の約半数である｡どちらとも言えない
とする回答が32.9%で全体の約3分の1であった｡この結果から判断する
と,中国人管理者の職務上の分析力･問題解決力に関しては,肯定的とす
る回答が否定回答の約2倍となっている事から,現地日本人経営者や管理
者は,現地人管理者の分析力や解決力に関しては,どちらかと言うと積極
的に評価していると考えられる｡
ここで肯定的回答が比較的高い理由に,質問1の経営管理上の問題点を
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尋ねたことに対する回答を,この回答と関連させて検討してみると,質問
1の⑤現地人管理者は自分の仕事の範囲を明確にしているとの回答が38件
寄せられたが,この自分の仕事の範囲を明確にしているから,自分の仕事
の守備範囲が明確でかつ限定されており,またその職能に関してある程度
通じているので,問題が発生すればそれを分析するとか,解決する力を
持っているのではないかと考えられる｡また中国では学歴主義の考えが強
く,管理者などは有名大学などの出身者などが,比較的多いといわれてい
ることと,日系企業の管理者の中には日本の大学出身者等が,比較的多い
といわれているので,ある程度問題の分析力や問題解決能力を持っている
ものが多いと考えられる25'｡
しかし一方で,この中には一般従業員に対する意見も含めた回答も含ま
れているが,中国人はじきに我流の仕事のやり方をするとか,転退職を頻
繁にする｡仕事に対して消極的で問題解決を日本人任せにする傾向があ
る｡仕事に対する分析力が乏しいから計画性がない｡仕事をさせるには明
確な規則やルールを作成して,それに従わせて仕事をさせるべきであると
の意見も,質問2の問題解決策や対応策の回答の中に,多く見られること
も事実である｡
それではこの分析力と問題解決力に関して,オーストラリアでの調査結
果や,タイ国での調査結果などと比較しながら,中国人管理者の特徴を考
察･把握することにしたい｡
まずオーストラリアの場合では,仕事に対する分析力や解決力を持って
いるのかに関しては,どちらとも言えないとの回答が33.78%と約3分の
1あるが,特に一番多いのが否定的な低いとする回答で,全体の55.8%と
多くなっている｡これに対して肯定的に評価する回答は6.8%しかない｡
このたびの中国調査の結果と比較して, 34.3ポイントも肯定回答が低く
なっている｡ここでその理由を考えてみると,オーストラリアの場合,職
務に関して権限の範囲が明確にされていて,かつ職務権限範囲が厳しく
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て,範囲を超えていると考えられる場合は,上司にバトンタッチするよう
になっている｡そのため職務上で自分から問題を分析したり解決したりす
る機会は極端に制限されている｡このことが管理者と言えども問題の分析
や解決力を,十分に発揮できない状況にあると考えられる｡オーストラリ
アでは担当者に問題解決の権限がないので,あちらこちらとたらい回しに
されることが多い｡問題の分析や解決の権限が極端に制限されており,そ
れが当然として受容していることが多いので,このことが日系企業で勤務
する場合でも影響して,問題分析や解決に消極的になるので,評価が低く
なると思える｡この点中国ではこのことに関して管理者が,分析力や問題
解決力を彼らの職務の一部として理解しているので,上の結果が出ている
のかもしれない｡
それではタイ国の場合に関して見ることにしたい｡否定的な回答の低い
とするものが90.2%と圧倒的に多く,どちらともいえないが9.8%である
から,高いとする肯定回答は0と言う結果になっている｡タイでの否定的
回答が圧倒的に多く,肯定的回答が特に0と言う結果に関しての要因とし
て考えられる事は,今日ではかなり状況は変化しているが,タイ人は抽象
的なことを考える事が不得手であり,彼らは現実主義であり不確定な事
や,仮定の事柄は考える事自体が無意味であると考えるところがあり,問
題分析力の下地が欠落していること｡それにそのような事を考えるのは面
倒くさい,ブ-アであるとする考えを多くの人が共通して持っているから
ではないかと考える｡この他に問題解決や仕事の分析は,経営者の権限に
属することと考えており,自分たちには問題解決の権限は許されていない
と考えている事が,現地タイ人に面接してみるとよく理解できる｡またこ
のことに大きく影響を与える要因はタイ人が一般的に持っている,マイペ
ンライ(-どうにもならないとか,どうでも良い)とする考え方である｡
タイで日常生活をしていたり,タイの工場現場で調査を行っていたりする
と,至るところでこのマイペンライが幅を利かしていて,こちらもマイペ
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ンライになってしまう事がある｡
さてこれらの数字を単純に比較してもあまり意味をなさないが,オース
トラリアやタイ国では,現地人の管理者の仕事に対する分析力や問題解決
力が低い評価を受ける事は,それなりの背景があることではあるが,この
事は管理者にとって基本的に必要とされる職能であるので,どのような方
法や対策が有効であるのか,日本人現地経営者や管理者は考えなくてほな
らないと言える｡その際に職能に関しての考え方が異なる管理者や従業員
に対して,問題分析力と解決力が特に管理者に必要である事を,日本企業
の経営システムの理解のための教育訓練や,時にはそのことの必要性と,
それをどのように行っていくかのマニュアルの作成が,必要な手段の一つ
になると考えられる｡このたびの調査では中国における凶答の結果では,
肯定回答が41.1%と,それ程多くはないが一番多く見られた｡このことか
ら判断すると,この問題分析力や解決力は中国で徐々に定着していくと言
えるかもしれない｡
しかし中国での調査回答結果がオーストラリアやタイに比較して,高い
とは言えるが肯定とする回答が41.15%で半数に満たない｡この後も,現
地管理者の各種の職能や態度に関しての回答結果に関して考察していく
が,日本企業やその他の組織の経営者や管理者は中国現地での経営管理,
特に管理者や一般従業員に対する管理について,中国において最も適した
方法は何か,中国人管理者や従業員を管理しながら彼らと協働して日常の
業務活動を円滑に遂行していくためには,どのような点に配慮していかな
ければならないのか,すなわち日本的経営管理のどのような所が現地での
経営管理に適合できるのか,適合できない部分はどの点なのか｡自分たち
の考えや行動が現地人従業員に摩擦なく,円滑に受け入れられるためには
どうしたら良いのか熟慮しなくてほならないと考える｡
さらに現実として存在する中国特有の風土や,従業員の価値観や行動様
式をどのような形で,現地企業の経営管理に生かしていくべきなのかに関
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して，試行錯誤しながらかつ慎重に考慮しなくてはならないと考える D こ
の事は個人差や様々 な要因から全て同じ次元で論ずることは出来ないし，
また彼らに対する評価が全て肯定できる結果になる事はないと考えるが，
納得できる評価ができるようになるには，どのようにすべきかを考えてい
かなくてはならないと考えられる O 今後中国への企業進出が急速に増加し
て，多数の分野の多数の経営者や管理者，その他スタッフが今まで以上に
現地日系企業やその他の組織において，中国現地で現地従業員と協働して
業務の遂行をしていかなくてはならないことは，確実な情勢であるといえ
るのであるから，この事はしっかり考えていかなくてはならない事である
といえる O
管理者として仕事に対する分析力や解決力を持っている
無回答
全くその通りと考える
そのように考える
どちらともいえない
そのように考えない
全く同意できない
合計
全く 同意できない
3/4% 
そのように考えない
13/18% 
どちらともいえない
24/33% 
度数
3 
2 
28 
24 
13 
3 
73 
ノT一セント 累積パーセント
4.1 
2. 7 
38.4 
32.9 
17.8 
4. 1 
100.0 
無回答
3/4% 
全く その通りと考える
2/3% 
そのように考える
28/38% 
4.1 
6.8 
45.2 
78.1 
95.9 
100.0 
オーストラリアやタイ国ばかりでなく，これまで、に調査を行ってきた海
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外税地日系企業の日本人経営者や管理者,その他のスタッフに面接すると
異口同音に現地人従業員達は,上司であったり技術を指導する立場にある
スタッフに対して,必要以上に気を使うとか尊敬するような態度を取ると
の意見や,現地人従業員の行動の特徴としてこれらのことが指摘される｡
一部例外はあるが上司に対する態度は大変良いと聞かされる事が多いZG'｡
国によってその理由には多少の違いがあるようであるが,筆者のタイ国に
おける長年にわたる複数の工場現場での参与観察調査を実施した際にも,
そのことを十分に裏付けることを観察したり体験をしたことがある｡現地
人従業員が上司に対して好ましいとされる態度を取る理由は,自分の待遇
や雇用に関する権限をもっている,ボスであるからとの理由が大きく影響
しているのではないかと考えられるが,現地人従業員に尋ねてみると,日
本人経営者や管理者,その他のスタッフが彼らに接する態度に対して,一
部例外はあるが概して好ましいとか,進んだ技術やノウハウばかりでなく
見習うべき事が多くあるとか,日本人を高く評価する様々な答えが返って
くる｡
それでは以下にこの上司に対する態度はどうか,現地の日本人経営者や
管理者は,部下である現地人管理者のこの事柄をどのように評価している
のかについて,調査回答から検討してみたい｡
中国での場合,このことに関する回答を見てみると, ①全くその通りと
考える｡ (彰そのように考えると,このことに肯定的な評価回答をした人が
全体の68.5%と多く,反対に④そのようには考えないとする否定的な回答
をした人は5.5%と少数である｡どちらとも言えないとする回答がここで
は21.9%となっている｡この回答結果から判断すると,中国人管理者の自
分の上司に対する態度は良いかとの質問に,肯定とする回答が約7割と多
く,どちらとも言えないとする回答が約2割強あるが,このことに否定な
回答はわずか5.5%と少なくなっている｡現地日本人経営者や管理者は,
現地人管理者が上司である自分達に対する態度は,好ましいと考えている
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と言える｡
この中国現地人管理者が,上司に対して好ましいと考えられる態度をと
る理由としてあげられる要因は,いろいろあると考えられるが,この理由
としてまずはじめに考えられることは,日本,中国,韓国,台湾など東ア
ジアの国々では,国によって差はあるが,年長者や地位の高い人,上司,
先輩といった自分より立場が上と考える人たちに対して,尊敬をすると
か,敬意を表すことが一般的である｡また礼儀正しい態度をとる｡不遜と
思われるような態度や,失礼となる態度をとってはいけないなどの,宗教
的や儒教的思想それに社会的慣習に基づく,道徳観とか倫理観や,考え方
が強くあるからではないかと言うことである｡今日ではこのような思想や
考え方がかなり後退したと言われているが,上の人を立てるという東洋的
な思想や,考え方がまだ多く残っていると考えられる｡このような思想や
考え方が,東洋人の自分の上司に対する態度や接し方に,影響を与えてい
るのではないかと考えることができる｡この調査結果に示されているよう
に,中国では自分より年長者とか,上剛こ対して敬意を表すことが今日で
も一般的であると言われていることからも,このことが言えると考えられ
る｡
このことに加えて,日系企業や組織に勤務する中国現地人管理者の多く
が,日本の大学や専門学校に留学して,日本の企業や組織,それに日本人
について多少とも知識や経験をもっていること,さらに日本の社会習慣
や,日本人の行動様式に関する知識や経験をいくらかでも持っており,日
本人の上司の考え方や行動に対して理解できるとか,日本人に対する対応
の仕方を心得ていることなどが挙げられる｡
また,質問2の,現地人管理者や従業員を管理していく対策の一つとし
て,現地の日本人経営者や管理者達が,現地人管理者や従業員を日常管理
していく場合に,彼らが会社や自分達に対して不満や不平を持たないよう
に努力していることも,この要因として考えることが出来る｡
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さらに管理者となると,日本人の上司との関係や距離が近くなり,接す
る機会が多くなることや利害関係が強くなること｡また上でも言及した
が,日系企業や組織に勤務する彼らは,一般的に日本人との接し方を心得
ており,それに従って行動することが多いからではないかと考えられる｡
また,中国人は仕事や会社の選択にあたって,自分の利益を最優先とす
ると一般的に言われており,彼ら中国人管理者や-一般従業員にこのことを
確認すると,ほとんどの人が肯定する｡確かに中国人管理者や一般従業員
達にはこの考え方が強いことが,現地日本人経営者や管理者に対するイン
ターネットや,質問紙を用いた調査の回答｡それに面接調査でのさまざま
な指摘からも理解できる｡従ってこのことは事実であることは間違いない
と考えられる｡このことが事実であるとすると自分の利益が優先されない
と考えた場合,彼らの上司に対する態度は,ここでの評価と異なり必ずし
も好ましくなくなるのではないかと考えられるが,その場合には,彼らは
転職や退職することによって,自分が納得する職場や仕事を探すことにな
ると考えられる｡すなわち中国人一般従業員も管理者も,常に自分の利益
を最優先に考えているが,会社や職場においては彼らの直接上司である日
本人経営者や管理者が,彼らの利益に関して影響力を持っていて,上司に
対する態度がそのことに影響することを考えるので,勤務を続けている場
合には,上司に対して不快な態度を取らないのではないかとも考えられ
る｡
中国ばかりでなく,海外の日系現地法人での調査の回答に,現地人従業
員達は,自分達の待遇や雇用関係に関して,日本人経営者や管理者がさま
ざまな決定権を持っていると考え,日本人上司に対して必要以上に気を
遣ったり,敬意の態度を示す傾向が強いとの指摘があることも事実であ
る｡
これらの理由から,現地人従業員達の上司に対する態度は,良いとか好
ましいとの評価がなされていると考える｡しかし,好ましくないとの評価
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も少ないとはいえあるので,このことに関して少し言及してみると,質問
1の回答で中国人は,自己中心的考えが強くて,個人主義的考えや行動を
することが問題点として指摘されている｡さらに彼らは上司の指示に従わ
ず我流で仕事をする｡そして仕事の範囲を明確にしていて,同僚に仕事を
教えない｡特に職場での同僚や仲間と共同で職務を遂行する事が出来な
い｡彼らは仕事上のミスを認めたがらない｡中国では学歴主義で能力より
も学歴が重要であり,有名大学出身者の場合特に他人を見下すような所が
ある｡転退職を安易にするため,上司はそれほど重要と考えない｡などな
どのことが,ここでのマイナス評価の背景にあると考えられる｡
それでは,このことをオーストラリアの調査結果と,タイ国での調査結
果などと比較して考察してみることにしたい｡まずオーストラリアの場合
では,どちらともいえないとの回答が50%と多くなっているが,上司に対
する態度に関して否定的な回答は4.8%と,中国での回答結果と大きな差
はないが,肯定的な回答は40.4%と中国人管理者に比較して28.1%も低く
なっている｡これはオーストラリアにおいては,会社や組織それに職務に
対する考え方が大きく異なっており,特に職務に関しては,自分の能力や
経験を会社との契約によって取引をするとの考えが強く,職務をより専門
的に考えているために,上司に対する考え方も自ずから異なり,上司に対
する態度でも東洋人的な考えを持たないので,このような結果が出されて
いると考えられる｡しかし,どの国でも会社や組織において上司は自分の
地位や待遇に影響力をもっているために,部下は上司に対する態度をあえ
て悪くする事がないので,オーストラリアにおいても,上司に対する態度
に関しては,そのことを肯定とする回答が40.4%もあると考えられる｡
次にタイ国の管理者に関しての回答結果を見てみると,タイでもどちら
ともいえないとする回答がここでも,51.2%と多くなっている｡さてタイ
での否定的な回答は4.9%と中国やオーストラリアの結果との差異はあま
りないが,肯定的な回答は43.9%とオーストラリアよりは少し多いが,中
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国の管理者に対する評価よりも24.6%も低くなっている｡タイでのこの数
字の背景を考えてみると,タイ国では子供のころから年長者や,親とか祖
父母,それに先生などに対しては服従することが厳しく教え込まれてい
る｡またコーンヤーイとかコーント-といって高い地位にある人に対して
も同じように考える習慣がある｡すなわち企業や組織のトップマネジメン
トや管理者は,彼らにとってコーンヤーイとかコーント一にあたるので,
態度を良くしなくてはならない存在である｡またタイ人は面子を非常に大
切にするので,上司の面子を考え態度も良くするといえる｡これらの理由
からタイでは,どちらともいえないとの回答が半数と多くあったが,良い
とする回答が43.9%と約半数あったと考えられる｡しかしタイ国の企業や
組織において,一般的に上司と部下の関係で,上司は自分に対して忠実な
部下を特別に可愛がり,特別に面倒を見る傾向があると言われている｡そ
のためにタイ人は地位の高い人や,上司に対する態度には必要以上に気を
遣うといわれている｡そのことがここでの調査結果に出ているところがあ
るが,反面どちらともいえないとの回答が51.2%と多くあったのは,日本
人の上司も大切であるが,日本人の上司はいずれ日本に帰国してしまうの
で,自分に直接利害を持っているタイ人の直接上司を,より大切にすると
の考えがあるために,日本人経営者や管理者がこのことを認識して,この
ような結果を出したのではないかとも考えられる｡
上に述べたように,中国人管理者達の日本人上司に対する態度は,オー
ストラリアやタイの管理者に比較して,より好ましいとの評価がなされて
いる｡しかし,中国人は面子を重んじ,人種的にもプライドがかなり高
く,自分を他人によく見せたいとする側面があるとも言われている｡また
面接の際に聞かされた意見であるが,自分の能力を誇るとか,何でも理解
しているような態度を取る傾向が強いとの側面があるとのことである｡ま
た中国人は自分の利益を第一に考え,他人は他人と考える思考を強く持
ち,行動することが多いといわれている｡従って転退職を頻繁に繰り返
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し,すぐに企業や組織から去ろうと考えている場合には,特に上司との利
害関係があまりないと考える側面も強くあるとのことである｡このような
場合には,上司にもそれほどに気を遣わないと言える側面がある｡
この度の調査結果では,上司に対する態度に関して肯定的評価が多く
あったが,現実に上司に対する態度の善し悪しを考えるときには,現実と
して存在する中国人特有の価値観や行動様式を,どのように理解している
かなどの事も影響してくると言える｡この上司に対する従業員達が示す態
度には,上に述べた要因があるのは確かであるが,従業員が上司に示す態
度の根底には,相互の信頼関係が大きく関係しているとも考えられる｡
いくら自分の利益や立場に影響を与えるといっても,部下の上司に対す
る行動や態度は,彼らが上司との相互信頼関係に関して,どのように認識
したり考えたりしているかということが,少なからず影響を与えると考え
る｡面従腹背という言葉があるように,部下は上司に対して自分が不利に
ならない行動や態度を一般的にはとりつづける｡表面的にはあたかも尊敬
しているとか,合意している態度をとっていても,本心は異なっているこ
とはいくらでもある｡
部下の上司に対する態度は,上司が弥Fをどの程度信頼し,相互信頼関
係を重視しながら行動しているかと,部下である一般従業員達のそのこと
に対する理解と,彼らの上司に対する信頼の程度と,相互信頼関係の度合
いが決定的な要因として働くと考えられる｡
この度の調査回答結果では,中国人管理者達の上司に対する態度に関し
ては,日本人経営者や管理者は高い評価をしているが,今後さらに多くの
さまざまな日本人経営者や管理者が,中国-の企業進出の拡大に伴って派
遣されることになると,現在のような状態が続いていくとは考えられない
ともいえる｡
中国人管理者達の上司に対する態度の調査結果が,他の国に進出した日
系現地企業の従業員に対する評価より良いと出てはいるが,現地人従業員
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や管理者達の上司に対する態度が,良いと評価される事となった真の要因
は何かなどに関して,その要因を明白に把握しておく必要があると考え
る｡それは上司に対する態度などは,さまざまな要因が微妙に影響を与え
ていること｡それに評価自体も個人差や様々な要因が関係してくるので,
いつも同じような評価が出てくるとは限らないと言えるからである｡
上に述べたごとく上司に対する態度は,上司と部下両者の信頼関係が大
きく影響することは確かなことであるからである｡現地日系企業の経営者
や管理者のこのことに関する評価が,今後も変わらずに良くなるために
は,その要因を細かく分析して,今後どのようなことをすべきかを考えて
いかなくてほならないと考えられる｡現在中国-の日系企業の進出が急速
に増加して来ている｡多数の分野の多数のさまざまな経営者や管理者,そ
の他スタッフが今まで以上に,中国現地日系企業やその他の組織におい
て,現地人管理者や従業員と協働して業務の遂行をしていかなくてはなら
ないことは,確実な情勢であるといえるのであるから,現地日系企業や組
織が安定して活動を継続していくためには,現地人従業員達の上司に対す
る態度,すなわち相互信頼関係が大きな鍵となることは明らかであり,そ
れを如何に維持していくかは,すべての日系企業や組織にとって重要であ
るので,今後ともしっかり考えていかなくてはならない事であるといえ
る｡
自己の上司に対する態度は良いか
度数 ｸ5ｨ986r累積パーセント     
無回答 4.1 釘    
全くその通りと考える B19.2 2     
そのように考える b49.3 都"綯   
どちらともいえない b21.9 涛B絣   
そのように考えない 釘?.5 ????
合計 都2100.0  
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そのように考えない
4/6% 
どちらともいえない
16122% 
無回答
3/4% 
全 くその通りと考える
14/19% 
そのように考える
36/49% 
個人ではなく 集団に仕事の目標やノルマを与えて，それを集団メンバー
が協働して職務を遂行しながら， 全体として与えられた目標やノルマを達
成していく O すなわち集団での業績達成を特徴とするわが国の企業や組織
では，上司，同僚，部下と共同して職務を遂行することが， 一部の例外を
除いてごく当たり前なこととなっている O そのためにメンバーは職務を遂
行する能力も大事であるが，それ以上に管理者は同僚や部下と協調 して仕
事を遂行できるか。同僚や部下で助力を必要としている者や職場があった
場合に，そこに積極的に協力できるかという態度や心構えがあるのかが重
要視される D そのために自分個人の職務範囲を限定して，その範囲内のこ
とだけを同僚・仲間や部下との協力を拒むような行動をする，欧米的な職
務遂行をする国々の管理者や従業員は，日本人経営者や管理者との間で ト
ラブルや， 摩擦を惹起させる事が多いといわれている O 筆者は多くの海外
現地日系企業の経営者や管理者，その他のスタッフに面接調査を実施した
り，質問調査を実施してきたが，このことを問題であると指摘する経営者
や管理者，技術スタッフがかなり多数存在している事実を把握している。
質問調査票の回答でも，このことは海外現地人従業員や管理者が問題点の
っとして，必ず指摘をする項目である O
それでは質問3の③“管理者として同僚の管理者と協調して仕事を遂行
していけるか"に関して，現地中国人 管理者はこのことをどのように行っ
ているのか，それに対して日本人経営者や管理者はどのように評価してい
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るのか,そのことを調査結果から明らかにし,それをオーストラリアやタ
イのケースと比較をしながら,中国人管理者の特徴を明らかにしていく事
にしたい｡
(勤"管理者として同僚の管理者と協調して仕事を遂行できるかo''
中国での場合,このことに関する回答を見てみると, ①全くその通りと
考える｡ ②そのように考えるの肯定的な回答をした人が全体の27.4%｡反
対に(彰そのようには考えないとか,強い否定の(彰全く同意できないと否定
的な回答をした人が全体の32.9%で,肯定回答より5.5ポイント多くなっ
ている｡どちらとも言えないとする回答が35.6%で約3分の1強ある｡こ
の結果から判断すると,中国人管理者の同僚の管理者と協調して仕事を遂
行できると評価された者が,約4分の1強しかいないことになる｡現地日
本人経営者や管理者は,現地人同僚の管理者と協調して仕事を遂行できる
とすることに関して,あまり肯定していないと言える｡この理由として考
えられる事を,質問1の経営管理上の問題点を尋ねたことに対する回答
と,関連させて検討してみると,質問1では(a)彼らは通常自己中心的考
えが強くて,個人主義的考えや行動をすることが多い｡その上(b)自分の
仕事の範囲を常に明確にしていて,同僚に仕事を教えない｡特に(C)職場
での同僚や仲間と共同で職務を遂行することが出来ない｡ (d)中国人は面
子を重んじるので,同僚や部下などにも注意を与えるのが難しい｡ (e)彼
らは転退職を頻繁に繰り返し,同じ職場や地位に長くいないので,同僚と
の協調関係を結んで仕事をする事が出来ない｡ (f)情報を一人で握ってい
て仕事の報告が十分になされないので,仕事を協力しながら行う事が困難
であり,協力関係が成り立ちがたい｡従って質問2の問題点に対する対策
としての回答として(g)現地人管理者を管理･監督･指揮をして業務活動
をさせるには,十分な研修が必要である｡さらに(h)中国での経営管理に
は報告制度の確立が,必要不可欠であるなどの指摘も多く見られた｡これ
らの事を考え合わせると,この管理者の同僚の管理者と協調して仕事を遂
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行することには多少の無理があり,上でも述べたがまずこのように行動で
きるように,教育･訓練のための研修が必要であるとの意見が正しいのか
とも考える｡しかし,共同して職務を遂行する事が不得手な現地人管理者
に,このことを如何にして教えていくか,中国での現在の雇用関係のもと
で,彼らはそのことを納得して行うかに関しては不明であると言える｡
それではこのことをオーストラリアの調査結果と,タイ国での調査結果
と比較して考察してみる事にしたい｡まずオーストラリアの場合では,ど
ちらとも言えないが55.8%と半数を超えている｡同僚の管理者と協調して
仕事を遂行できるとする肯定的意見は15.4%,それに対して否定的な出来
ないとする回答は24.1%と4分の1を占めている｡このたびの中国調査の
結果と比較して,肯定する回答が12ポイントも低い｡また否定回答でも
8.8ポイント少ない｡このことに関して,両者にあまり大きな差異が認め
られない｡
タイ国の場合では,否定的な回答の出来ないとするものが36.6%,また
できるとする回答は7.3%,どちらともいえないが56.1%と多くなってい
る｡これらの数字を単純に比較してもあまり意味をなさないと考えるが,
タイ国での出来るとする肯定回答が特に少なく,このたびの中国における
調査の回答結果の肯定が比較して多いと言えるが｡全体的に大きな差は見
られないと言える｡すなわち,わが国企業や組織において一般的に行われ
ている,同僚との協働,協力関係に関して,中国初めこれらの国々ではそ
のことが行われ難い,雇用関係が定着しているのではないかと考えられる｡
すなわち調査結果からは,日本企業における管理者同志の職務上の積極
的な協調は,いずれの場合にも見られない｡この理由は上でも述べたが,
職務遂行形態が大きく異なる事から発生しているものと言える｡従って管
理者同志の職務上の協調関係を深めていくためには,その前に解決してお
かなければならない事柄が多いと考えられる｡日本人経営者や管理者が質
問1や2の問題点とその対策として述べているが,明確な規則やルールを
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確立 して，それに従わせるo それも大事な事ではあるが，職務を遂行する
システムが異なっている事から惹起する問題を解決するには，中国におけ
る職務遂行にはどちらが適しているのか，中国人の職務や企業とか組織に
対する認識や理解，行動様式の側面が大きく関わりあってくることにな
るO
現時点では， 管理者 として同僚の管理者と協調して仕事を遂行していく
事を守らせるには問題があると考えられる O
他の管理者と協調して仕事を遂行できるか
度数 ノT一セント 累積パーセント
無回答 3 4.1 4.1 
全く その通りと考える 4 5.5 9.6 
そのように考える 16 21. 9 31. 5 
どちらともいえない 26 35.6 67.1 
そのように考えない 20 27.4 94.5 
全く同意できない 4 5.5 100.0 
合計 73 100.0 
全く同意で、きない
4/6% 
1Wi回答
3/4% 
全くその通りと考える
4/6% 
どちらともいえない
26/36% 
そのように考えない
20/27% 
そのように考える
16122% 
それでは次に， 一般的に日本企業では管理者の重要な職能のーっとし
て，また不可欠な要因として当然のように求められるものがある O それは
部下の面倒をよく見ることであり，それに関連する事柄であるが，部下に
対する仕事の指導や，教育 ・訓練を十分に行う仕事である O 剖3下の面倒を
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見ながら育て上げていくのが,管理者の重要な職能として考えられてきて
いる｡この事は日本的経営管理制度を採用している企業では,国の内外を
問わず共通要素となっている｡近年この事は企業やその他の組織におい
て,能力主義や成果主義をわが国企業が積極的に導入する努力をするよう
になり,この管理者職能に関する伝統的な考え方が変化していると言われ
ている｡しかし,今日でも強く年功序列制度や,ジョブ･ローテーション
制度が残存している日本企業やその他の組織において,今日でもこの事は
管理者を任命する際に,担当する専門職務に関する能力以上に,管理職能
の重要な要素として考えられるのが現状である｡
さて海外に進出している日系現地企業の特質として常に言及される事柄
がある｡それは(∋徹底した品質管理と数値管理,それに改善のための提案
制度と,納期の厳守と言う生産管理システム｡ならびに②参加型経営管理
に基づく人事管理制度である｡特に人事制度制度はボトムアップを主体と
する参加と,平等の考えを中心とする参加型システム,すなわち社長も一
般従業員も同じ食堂で一緒に食事をしたり,トノブマネジメントが工場の
現場に直接出向いて,生産性向上や品質改善のために,生産工程や技術に
関係することや,その改善点に関して従業員達と話し合いの機会を積極的
に持ち,また積極的に意見交換をする｡従業員を人材より人財として考
え,トップから新入社員までの全ての職位階層における,きめの柵かな研
修と称する社内教育と訓練の実施｡さらにその効果をあげるために全ての
管理者は,部下の面倒を見ながら自分の部下に職務を習得させるという,
諸外国では考えられない,特殊といえる人事管理システムを持っているこ
とである｡この事は海外に派遣された多くの経営者や管理者が,日本的経
営の優れた特質として言及する事柄である｡
日本の大多数の企業がそして経営者や管理者が,管理者の職能の重要な
要素として,部下の面倒をよく見る｡部下の教育･訓練を行う事をなぜ第
一義的に考えるのか,その理由として,集団主義による生産と管理体制が
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日本的な経営管理の特質であるからである｡職務が個人にではなく集団に
与えられ,それを部,課,係等の集団で一体となって,すなわち上司や同
僚とか部下と協力し合って,集団が目標やノルマとする業績の達成を遂行
すると言うのが,まさに日本企業のお家芸であるからである｡近年アメリ
カ方式の成果主義に基づく業績達成や,成果主義が一時もてはやされた
が,日本では結果としてはあまり成功を収めず,生産性の向上には協働･
チームワークが有効であるとの考えから,多くの企業が集団による業績達
成の方式に戻りつつあるといわれている｡
上でも言及したが,海外に派遣されている企業やその他の組織のトップ
や管理者達は,海外諸国では事情が異なるという現実の事を認識しながら
も,管理者の重要な職能として,部下の仕事の教育訓練場ばかりでなく,
部Tの私生活にわたってまで面倒を見ることが必要であるとの考えを維持
しているようである｡
このことに関して,在中国企業や政府機関の団体の経営者や,管理者は
どのように考えているのであろうか｡筆者はこのことに関して以下のよう
な質問をして回答を得た2710
⑲ "管理者として部下の仕事の指導や,部下の面倒を良く見ることが出
来る｡"か否か｡
この質問項目に対して経営者や管理者は以下のような回答を寄せてくれ
た｡ ①全くその通りと考える｡ (彰そのように考えるとする肯定的回答は
31.5%で,約3分の1弱である｡それに対して④そのように考えない, ⑤
まったく同意できないの否定的回答が全く同数の31.5%である｡どちらと
も言えないが32.9%で,回答は約3分の1ずつとなっている｡既にオース
トラリアやタイ国でも同様の調査を行っているので,以下にその回答結果
とも比較しながら,中国における現地人管理者の管理者として部下の仕事
の指導や,部下の面倒を良く見ることができるかについて考察する事にし
たい2ボ)｡
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上に述べた回答結果から判断すると,現地中国人管理者が部下の仕事の
指導や,部下の面倒を良く見ることが出来るかに関しては,それを肯定す
る回答と否定する回答が奇しくも31.5%と同じである｡現地の日本人経営
者や管理者は,現地人管理者の部下の仕事の指導や,部Fの面倒を良く見
るかに関しては積極的に評価する人と,消極的な評価をする人が同程度い
るということで,管理者の中には日本的に部下の面倒を良く見たり,仕事
を訓練したり教える者と,欧米的というか,地元中国的という面倒を見た
り,仕事の教育訓練に対して積極的でないものがいるということである｡
しかしここで,質問1の経営管理上の問題点を尋ねたことに対する回答
と,ここでの回答を関連させて見てみると,質問1では①現地人管理者や
一一一一般従業員達は,自己の利益を最優先する考え方が強くて,会社の利益よ
りも自己の利益が優先した考えや,行動をとるとの回答がなされており,
もし現地人管理者が上記のような回答に近い傾向が強い企業や組織の場合
には,日本人経営者や管理者から否定的な回答が寄せられた事になると考
えられる｡この逆の場合には,現地人管理者のこの管理能力は日本と同じ
様に高いと認識しているといえる｡またこのこととも関連しているが質問
1の回答で, ②現地人管理者や従業員は自己中心的考えが強くて,個人主
義的考えや行動を強くするとの意見が多くあり,この意見も管理上の問題
点として指摘されているので｡現地人管理者がこのような傾向の考えを強
く持っている企業や組織では,当然の事ながらこの管理者職能に否定的な
回答が寄せられていると考えられる｡またこれとは逆の場合には,当然の
ことながら肯定する回答が寄せられているとも言える｡さて質問(彰の回答
の中には, ③現地人管理者は仕事の範囲を明確にしていて,部下や同僚に
仕事を教えないとの指摘も多くある｡また同じく(彰中国人は面子を重んじ
るので,同僚や部下などにも注意を与えるのが難しい｡さらに(9中国人管
理者や一般従業員達は転退職を安易にする｡自分の都合ですぐに転職する
とか退職をする,日本の企業や組織では考えられない事であるとか｡日本
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のように(¢仕事の報告が十分になされない｡すなわち中国人管理者や従業
員は上下さらに職場での,ホ- (報告),レン(連絡),ソ- (相談)が十
分なされずに,常に企業や組織の業務遂行に必要な情報が円滑になされな
い｡自分とか仲間内だけで情報を握っていて,特に日本人の上司には情報
が流れてこないで問題が起きることがある｡したがって,これらの事から
中国人管理者や従業員を管理･監督･指揮していくには,明確なルールや
管理規定を定めてそれに従って,管理をすることが必要であるとの指摘が
ある｡このことが事実であるとするならば,中国人管理者の中には部下の
面倒を見るものもいるが,それと同じだけの現地人管理者には部下の面倒
を見るとか,仕事に必要な教育や訓練を行う事に対して積極的ではない者
が,同じ様にいることが示されているといえる｡前者の場合は問題ない
が,後者の場合には日本人経営者や管理者は,常に問題を抱えて苦慮して
いるのかもしれないと考えられる｡質問の2では現地人管理者や従業員の
管理対策として,上に述べた管理ルールの作成と運用の他に, ①明確な管
理方針の提示と実行が求められる｡また(彰現地人管理者や従業員を管理･
監督･指揮をして,日常の業務活動を実施していくにはそれなりの研修が
必要である｡ rLでも言及したが, ③中国での経営管理には報告制度の確立
が必要不可欠であるなどの指摘も多く見られた｡これらの事を考え合わせ
ると,現地人管理者のこの能力に関して懐疑的に考えている人たちが, 3
分の1いることになるので問題があるといえるかもしれない｡しかしその
反面,日本人経営者や管理者達の多くは現地の言葉に堪能であるとは言え
ず,また中国人の考え方や行動様式に対して十分に理解できるとはいえな
いので,彼らの部下を管理して日常の業務活動を円滑に遂行していくため
には,現地人管理者のこの能力を必要として肯定的な評価を与える,日本
人経営者や管理者も現実にいるということである2～り｡
それでは現地人管理者のこの側面に関して,オーストラリアの調査結果
とタイ国での調査結果などと比較して考察してみる事にしたい｡まずオー
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ストラリアの場合では,管理者の部下の育成に関する質問に対して, (彰行
うとする回答は8.7%｡ ②どちらとも言えないが27.8%｡ ③部下の育成を
行わないとする否定的回答は63.5%と,圧倒的に低くなっている｡これは
オーストラリアの場合,職務契約主義の考えが強く,その職能を遂行でき
るものがその職務を行っていくとの考えが一般的であるので,専門職能の
遂行に特化しているため,管理者の能力に自分の部下の面倒を見るとか,
教育･訓練をして育成するとの考えが一般的にはないので,当然このよう
な回答結果となると考えられる｡従ってこのたびの中国調査の結果では
31.5%と,約3分の1の肯定的回答があったのに比較して,それが10%以
下という厳しい結果となっている｡従って今回の中国調査の方がよい結果
となっている｡
次にタイ国の場合では高いとする回答が12.2%,否定的な回答の低いと
するものが53.7%と半数を超え高く,どちらともいえないが34.1%と約3
分の1となっている｡タイ国の調査結果は,タイ人は基本的に自分の所有
する知識や技術･ノウハウは,同僚や部下に積極的に教えないとの考えが
強い事と,自分に忠実な部下は徹底的に可愛がり面倒を見るが,それ以外
の部下は無視すると言われている事がこのことを意味しているといえる｡
これらの数字を単純に比較してもあまり意味をなさないが,オーストラリ
アやタイ国では,現地人管理者の部下に対する管理能力に関しては,ネガ
ティーブな回答が63.5%, 53.7%といずれも多い｡それに比較したらこの
たびの中国における調査の回答結果は,否定的回答と肯定とするものが
31.5%といずれも約3分の1と多少多くなっている｡しかし肯定するとい
うことに関してはいずれも厳しい見方を,日本人経営者や管理者はしてい
ると考えられる｡
この部下の育成に関する管理職能に,このような結果が出ていることに
関して注意しておく事があるといえる｡すなわち日本企業における管理者
の能力評価は,ジョブ･ローテーションと関係しているために,一部の職
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務を除いて,管理者が現在担当している専門職務,例えば営業とか人事,
経理といった仕事の能力だけではなく,管理者の管理能力に関する評価
は,主に部下に対する指導や教育訓練などの能力がどうであるのか,すな
わち優れているか否かに重点がおかれてなされる事が多く,管理者自身も
そのことを当然の事柄として受け入れており,部下の管理者をその視点か
ら評価している事が多い｡しかし欧米やオーストラリア等の場合,上でも
言及したが管理者が担当する職務能力は,まさにその職務を担当するに適
しているか,その職能を適切に処理する能力があるかという職能遂行能
力,すなわち担当する専門職能が適切か否かという,まさに能力評価だけ
が評価基準とされる3("｡わが国のように部下の面倒を見る事や,部下に対
する教育･訓練能力が優れているか否かは,多くの国では通常選考の評価
対象とはされていない｡このように日本と諸外国では管理者の能力評価基
準は,大きく異なっているのが事実である｡そのために海外現地日系企業
における経営者や管理者達は,部下の現地人管理者の評価をする場合に,
その評価基準が海外諸国では大きく異なっている事を認識し,そのことに
対応しているといわれている｡また海外現地日系企業で面接調査を行って
みると,その事実が多くの人から語られている｡それでもなお日本人の経
営者や管理者の考える管理者像は,諸外国では考えられるそれとは異質の
ものであるといえる｡このような明らかに異なる評価基準で判断をするの
で,評価が異なってくることになると考えられる｡そのことが上に述べた
評価基準に示されているといえる｡それにしても中国の現地人管理者の部
下に対する能力評価は,オーストラリアやタイ国の結果と比較しても明ら
かに高いのは事実であるが,それだからと言って,そこに問題がないとい
えるほど評価は高くないと考えられる｡
これは度々言及してきた事であるが,この間題は専門職能の側面を重視
して,ポジションに就く人を選択するのか,わが国の企業や組織において
一般的に採用されている,ゼネラリスト的な人をそのポジションに適して
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いるとして選択する，日本的な方法のどちらを企業や組織が選択するの
か，その国の社会や企業がどちらを強く選択するかによ って，このことに
関する事柄は大きく異なってくると考えられる O 海外現地企業が進出した
国や地域で，どちらがしっかり根付く方法なのか考え選択しなければなら
ないのかも知れない。
管理者として部下の仕事の指導や面倒を見るか
無回答
全く その通りと考える
そのように考える
どちらともいえない
そのように考えない
全く同意でき ない
三E3』 云口l
全 く同意できない
1 1% 
そのように考えない
22/30% 
どちらともいえない
24/33% 
度数
3 
2 
21 
24 
22 
1 
73 
ノf一セント 累積パーセント
4.1 
2. 7 
28.8 
32.9 
30.1 
1. 4 
100.0 
無回答
3/4% 
全くその通りと考える
2/3% 
そのように考える
21/29% 
4.1 
6.8 
35.6 
68.5 
98.6 
100.0 
企業や組織で働く人々に，あなたにとって働く時に一番大切なことは何
ですかとか，あなたが現在働くのは何のためですかと尋ねた時に，日本と
日本以外の国々では明らかに大きく異なる回答が返ってくる D それは何か
と言うとわが国の場合多少の例外はあるが，その回答の大多数が，一番大
切なことは現在の仕事それ自体であるとか，現在勤務している企業や組織
で働きつづけることとか，出来る事なら現在働いている企業や職場で定年
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まで働くこと｡自分の私的な事柄に関係することよりも,現在働いている
企業や組織の発展や繁栄等との回答が圧倒的に多く回答されてくる｡確か
にこのように考える人は,若年層や特殊な技能を所有した人々｡また近年
の企業の雇用制度の見直しにより,積極的に転職を試みる人が増加してき
ているなど,このことには変化の兆しがあると言われているが,日本人の
企業や組織で働く時の意識と目的は,諸外国の人々の意識とは異なり特殊
であるといえると考えられる｡この日本人の特殊ともいえる意識に対し
て,海外の国々では決まって最初に返される回答である, "自分自身のた
めや自分自身の幸せのため"であるとか, "家族の幸せや家族の生活のた
め''と言う回答の数は,日本ではかなり少ない｡
上でも触れたが近年日本人のこのことに対する意識は,働く環境の変化
とか日本人の生活意識に変化が見られて,とくに最近では上に取り上げた
意識に大きな変化が見られると言われている｡でもわが国の人々の働く事
に対する意識は"自分自身のためとか幸せと言う意識''よりも"会社や組
織の存続とか繁栄する事がより重要である"とか``会社や組織の繁栄が自
分自身の繁栄''と考えていることが多く,日本人の働く意識や職場に対す
る考え方は,就社意識と企業に対する忠誠心や一体感を基礎としたもの
で,外国の人々の自分や家族の生活と幸福のために,自分が望む職務を引
き受けて働くとする考え方とは,かなり大きな差異があると考えられ
る･il).
海外日系企業で勤務する現地人従業員や現地の地場企業で働く多くの
人々に,面接やアンケートなど様々な方法でこのことに関して尋ねてみる
と,まず間違いなく最初に返される回答は"自分自身の生活や自分自身の
幸せのため"であるとか, "家族の幸せや家族の生活のため"との回答が
殆どと言えるほど多く返ってくる｡また何故そのような当然のことを尋ね
るのかと質問を返されることがある｡外国において会社や組織のためとの
回答もないわけではないが,例外と言えるほど少数である｡
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日本人がごく当たり前と考えている企業や組織に対する意識や考え方
は,外国では大きく異なっているので,海外現地に勤務する日本人経営者
や管理者,その他のスタッフ達はその事実を聞かされて薄々理解はしてい
るようであるが,現実にこのことに直面すると大きな戸惑いを経験すると
言われている｡その結果,このことを日常の業務遂行の際や,この事実に
関係したことに直面したりして,現地人従業員達は会社や組織に対する忠
誠心や一体感が欠如しているとか,彼らには会社や職場を思う気持ちが全
くなくて,考えられないと言うことになっているようである｡
さて,日本の企業や組織において何故企業や組織に対して,そのメン
バーは忠誠心や一体感を上で述べたように強く持つのであろうか｡また企
業や組織もメンバーに対してそれを当然の事として求めているのか,また
このことが当たり前のように内部に定着しているのであろうか｡その理由
として考えられる事は,近年アメリカ的な成果主義や,個人の能力をさら
により効果的に引き出す事を目標に,能力主義の考え方が,多くの企業や
組織に導入され,多くの企業が試行錯誤しながら,生産性の向上や収益拡
大のために努力をして,従来の集団業績主義の考え方を変えようと努力し
ている｡しかし,わが国企業や組織においては,職務遂行にはやはりチー
ムワークが重要であるとか,協働が業務遂行の基本であるとして,現在で
も一般的に集団目標を集団の力によって達成していくという,従来の方法
を採用している企業や組織が多い｡この集団業績達成システムは,まず業
務達成目標が部,課,係という集団に一括して与えられ,それを遂行して
いくための職務が,欧米やその他の国と異なって個人に明確に与えられる
のではなく集団に与えられ,それをメンバーが協働して達成するという方
法で,わが国の多くの企業や組織では,従来と同じく長年にわたって採用
して来た,この集団業績達成主義を当然のこととして受け入れ,大部分の
業務の遂行をそれをベースに行っている｡このわが国特有の集団主義的業
務達成制度は,まずはじめに集団が目標達成に必要とされる職務を,集団
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で協働しながら遂行する事であるから,上司,同僚,部下を問わず全ての
メンバーと協働して職務を遂行する事が求められる｡すなわち各個人が自
分の仕事の範囲を超えて,必要な場合には助け合って仕事をしながら,全
体の目標を達成していく方法である｡従ってこの協力関係なくしてこのシ
ステムは成り立たない｡そのために集団メンバー一一一一^-一人の職務遂行能力
が重要となってくる｡従ってわが国の企業や組織においては教育訓練が各
段階で常時行われることになる32'｡またこのようにして育成した人材(-
財)が安定して企業や組織に定着するように,わが国特有な終身雇用制度
や日本的年功序列制度が,長年にわたって維持されかつ発達してきてい
る｡長期安定雇用と年功によって支えられているメンバーは,自ずから所
属する企業や組織に対して忠誠心を持ち,一体感を持つ事になって来る｡
従って,長期にわたってこの日本的経営の特質を支えている,企業や組
織に対する忠誠心や一体感が,当然とされている経営制度の中で,長年に
わたって勤務し,このことになれている現地派遣の経営者や管理者は,無
意識のうちに,海外現地企業においてもこれと同じ事を部下や従業員達に
求めることになる｡しかし職務遂行の方法が日本と異なっている外国の現
地人管理者や一般従業員達は,転退職が頻繁に行われる環境で勤務してき
ているために,自分の職務を企業との契約に従って,決められた範囲内の
職務を自らの知識や能力によって,遂行すればよいと考えている｡した
がって企業や組織に対する忠誠心や一体感は,殆ど例外的なケース以外で
は考えられないことである｡また上でも述べたが,彼らが職場において
もっとも重要と考えていることは,自分や家族の幸せのために働くと言う
意識であるから,会社や組織に対する忠誠心や一体感は極端な例外を除い
てありえないと言える｡従ってそれを彼らに求める事自体に無理があると
考えられる｡
このように企業や組織に対する忠誠心･一体感に関して,両者の間には
大きな意識上のギャップが存在している事は明らかである｡このような条
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件があることをふまえて,中国現地人管理者がこのことにどのように対応
しているのか,そのことに関する日本人経営者や管理者達の評価に関し
て,調査結果からそのことを見てみることにする｡
質問3の⑪ ``中国人管理者は,管理者として会社に対する忠誠心や一一体
感を持っているか｡''この問いに対する評価回答は以下に述べるように
なっている｡
⑪ "管理者として会社に対する忠誠心や一体感を持っているか｡"の質
問に対する答えは｡
中lij現地人管理者の場合,このことに関する回答では, (彰全くその通り
と考える｡ (彰そのように考えるの肯定的な回答をした人が全体の26.1%｡
反対に④そのようには考えないとか,強い否定の⑤全く同意できないと否
定的な回答をした人が全体の34.3%｡どちらとも言えないとする回答が
32.9%であった｡この結果から判断すると,中国人管理者の会社に対する
忠誠心や一体感に関しては,このことを肯定する回答が4分の1強ある
が,否定する回答が肯定とする回答より8.2ポイント多くなっている｡現
地日本人経営者や管理者は,現地人管理者が管理者として会社に対する忠
誠心や一体感を持っているかの質問に対して,多少低いと判断していると
言えるのかもしれない｡
ここで,質問1の経営管理上の問題点を尋ねたことに対する回答と,こ
こでの回答を関連させて見てみると,質問1では①現地人管理者や一般従
業員達は自己の利益を最優先する考え方が強くて,会社の利益よりも自己
の利益が優先した考えや行動をとるとの回答がなされており,もしそのよ
うな行動を管理者がしている場合が多いとすると,現地人管理者達は会社
の利益よりも,自己の利益を基準にして行動すると考えられるので,その
場合彼らの忠誠心や一一体感は高くないと評価されると言える｡
また上のこととも関係するが質問1の回答で(a)自己中心的考えが強く
て,個人主義的考えや行動をするとの意見が問題点として指摘されてお
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り,自己中心の考えが多く会社の事よりも自分の事柄を優先するであろう
ことが,彼らの会社や組織に対する忠誠心･一体感の意識が低いと評価す
る原因となっているのかもしれない｡さらに(b)仕事の範囲を明確にして
いて,同僚に仕事を教えない｡特に(C)職場での同僚や仲間と共同で職務
を遂行する事が出来ない｡しかし,日系企業では仕事ヒの協力関係を重視
することから,中国人は自分の都合だけで,必要でも仲間と協力して仕事
をやらない,それは彼らが会社や組織に対する忠誠心や,一体感が低いか
らであるとの評価につながる事になると言える｡また彼らは(d)仕事上の
ミスを認めたがらない｡ (e)転退職を安易にする｡ (f)仕事の報告が十分に
なされない｡これらの事が質問1や質問2の回答として指摘されており,
これらのことを考えると,管理者の忠誠心や･一体感に疑問を感じて評価
しているのかもしれないと考えられる｡
それでは,このことをオーストラリアの調査結果と,タイ国での調査結
果と比較して考察してみる事にしたい｡まずオーストラリアの場合では,
忠誠心･一体感が高いとする肯定的意見は21.1%｡どちらとも言えないが
40.4%と半数を超え,それに対して否定的に低いとする回答は33.6%と
なっており,このたびの中国調査の結果より肯定的評価が5ポイント低い
が,ほぼ同じ様な結果が出ている｡従って中国人管理者はオーストラリア
の管理者と同じ程度の忠誠心･一体感を,会社や組織に対して持っている
といえる｡オーストラリアのケースでは,彼らは転職が頻繁であるので,
企業や組織に勤務する期間が短期なことが多く,その期間は多少の忠誠心
や一体感を持っているのではないかと考えたが,中国の場合も上で述べた
ように,欧米人と同じく転退職が頻繁であり,思考が欧米人と大変似てい
るとの指摘があったので,同じ様な結果が出てきたのではないかと考えら
れるところがある｡
タイ国の場合では,否定的な回答の低いとするものが41.5%,高いとす
る回答は19.5%と最も低く｡どちらともいえないが39%となっている｡こ
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れらの数字を単純に比較してもあまり意味をなさないが,オーストラリア
やタイ国では現地人の全般的管理能力に対してはネガティーブな回答が,
特にタイ国では多いが,このたびの中国における調査の回答結果でもほぼ
同じ結果が出ている｡企業や組織に対する忠誠心･一体感がこのように各
国で同じ様な結果が出ていること,そして高いとする肯定的評価が他の回
答に比較して多少低くなっているが,この事に関して日本企業は注意する
必要があるといえる｡すなわち日本企業における管理者の忠誠心や一一一一体感
に関しては,一部の者を除いて,雇用環境の差異から積極的に彼らが受け
入れるとは考えられない｡企業や組織に対する忠誠心や一体感は,きわめ
て日本的な特徴を有する集団主義的業務遂行と,集団的業務達成の制度の
上で受容されるものでないのかと考えられることである｡中国における雇
用関係,社会制度や慣習,政治,文化,宗教の差異から生まれてくる,中
国人の会社や組織に対する意識とか考え方,それに行動様式が異なってお
り,企業に対する忠誠心や一体感を持たせる事ができるのかどうか｡また
それが好ましいのかどうか｡そのことが本当に企業や組織にとって有効な
手段となるか否かなどの事柄を,慎重に考慮していかなくてほならないと
言える｡
今日,従業員満足が第一と言うことが,多くの企業で言われるように
なってきているが,それとの関係はどうなのか｡郷に入ったら,郷に従え
との言葉があるが,このことを十分に考えた上で,現地人に取って何が一
番好ましく,かつ円滑に受け入れられるかが重要な事であり,日本ではこ
のように行っているとか,日本式なやり方が日本で成功しているから,現
地に適用すると考えるのは得策ではないといえる｡これらのことをどうす
るのが現地で管理をする上で考えられるべきであり,どの方法や制度が現
地人従業員に受け入れられるか,運用上好ましいのかを熟慮すべき事では
ないかと考える｡
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管理者として会社への忠誠心や一体感を持っているか
無回答
全くその通りと考える
そのように考える
どちらともいえない
そのように考えない
全く同意できない
合計
全く 同意できない
4/5% 
そのように考えない
21129% 
どちらともいえない
24/33% 
度数
5 
1 
18 
24 
21 
4 
73 
パーセン ト 累積パーセント
6.8 
1. 4 
24. 7 
32.9 
28.8 
5.5 
100.。
無回答
517% 
全くその通りと考える
1/1% 
そのように考える
18125% 
6.8 
8.2 
32.9 
65.8 
94.5 
100.0 
以上，中国北京 ・天津地域に進出している日系企業や政府関係組織の経
営者や管理者に，このたびの調査での質問項目のに“現地人管理者の職
務能力や組織や上司に対する態度"などに関 して， 11項目にわたって質問
を行い，これらの人々がそれらの事をどのように評価 したり，考えている
かについて寄せてもらった回答を，調査回答結果をベースに して明らかに
してきた。またオース トラリアやタイで既に実施した，同様の調査回答結
果とも比較しながら，中国人管理者のこれらの事柄に関する特徴を明らか
にする事を目的にして，この章において論述を行ってきた。比較を行った
国がオース トラリアとタイの 2 ヵ国と少ないために，明確な特徴の解明と
把握が十分に出来たとは言えないかも しれないが，それでも結果的に日本
人経営者や管理者が，現地中国人管理者をどのように評価しているか。ま
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た考えているかに関するいくつかの特徴が浮かび上がってきたと考えられ
る｡
まず初めに,日系企業で働く中国人管理者についての評価を全体的に概
観してみると, ② "自分の専門とする仕事に関しての知識や能力･経験を
十分に所有している"かの項目では,オーストラリアの69.3%についで
61.6%と,評価自体が高いとはいえないがまずまずの評価がなされてい
る｡仕事の範囲を明確にして,そのことに関しては職務を果たしている点
が評価されていると考えられる｡また④ "自分の専門とする仕事に対する
責任感を十分に持っているが'との質問項目でも, 58.9%とこれもオース
トラリアの67.3%に次ぐ評価を得ている｡この事は上で述べた事と関連し
ている事柄である｡次に⑤ "管理者として仕事に対する計画性や先見性を
持っているが'の質問に関しても, 28.8%と肯定的回答数は少ないが,
オーストラリアの6.8%,タイの4.9%よりもはるかに多くの肯定的評価を
受けている｡そして⑥ "管理者として仕事に対する創造性を持っている
が'との質問でも,それを肯定した回答は20.5%と全体の5分の1だけで
あるが,それでも他の2カ国での回答率の2-3倍となっている｡これら
の事から中国人管理者の姿勢が少し見えるように思える｡詳しくは次のセ
クションで述べることにしたい｡また(む"管理者として仕事に対する分析
力や,解決力を持っているか"に関しても,肯定的回答は41.1%で6.8%
のオーストラリアや,皆無のタイよりもはるかに高い評価がなされてい
る｡日本企業が重視する⑨同僚の管理者と協調して仕事を遂行できるかに
関しても,肯定する回答は27.4%と全体の4分の1程度で評価が高いとは
言えないが,オーストラリアの15.4%やタイの7.3%と比較したら評価は
高いと言える｡
次に⑧ "自分の上司に対する態度は良いが'では,肯定的回答が68.5%
とオーストラリアの40.4%,タイの43.9%と比較してかなり高い評価結果
が出ている｡このことに関しては,本文の中で述べたが,中国人の東洋人
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的な道徳観や倫理観などが,このことに反映していると考えることができ
る｡また⑲ "管理者として部下の仕事の指導や,部下の面倒をよく見る
が'でも肯定評価は31.5%で,タイの31.5%と同じで,オーストラリアの
12.2%に比較して高い｡この理由としては,上でも述べた様々な要因が存
在していた｡さらに(彰't自分の専門とする以外の仕事に関する知識や能力
を十分に所有している''では9.6%と,オーストラリアの6.8%やタイの
12.2%といずれも低く,この面での差異は殆ど出ていない｡彼らが職務範
囲を明確にしている事が明白に指摘されているようである｡また⑪ ``会社
に対する忠誠心や一体感"に関しても,中国とその他の2カ国における評
価は20%前後で評価に大きな差は出ていない｡これは転職が頻繁に行われ
る事が要因として考えられる事を,裏付けているのかもしれない｡これら
の事に関しては次のセクションでも少し述べることにしたい｡
このことからも言えるのかもしれないが① "管理者としての全般的な管
理能力を持っている''との項目でも, 49.3%が肯定的な評価を与えてい
て,オーストラリアの17.3%やタイの19.5%に比較して2.6倍から2.8倍評
価が高くなっている｡このように中国人管理者に対する評価はオーストラ
リアやタイと比較して高い評価が出されている｡
以上,中国現地日系企業や政府関係団体の経営者や管理者が,中国現地
人管理者に対する職務や,企業や組織ならびに上司に対する態度や行動様
式に関して,どのように評価したり認識しているかに関して,面接や質問
調査によって回収した調査Lbj答をベースにして,これらのことについて明
らかにしながら,同じ調査の他の質問項目に対する回答や,オーストラリ
アやタイで既に実施した調査結果とも対応させながら述べてきた｡
そのことに関するまとめとして,以下で概略的であるが,少し詳しく中
国における現地人管理者の職務やその他の事に関しての,主な特徴につい
てまとめて述べてみることにしたい｡
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3.中国人管理者の職務やその他の事柄に関する特質の概略的
まとめ
上の章では,現地中国人管理者の管理職能や組織それに上司に対する態
度や,彼らの考え方に関して,現地日系企業や政府関係団体の組織の日本
人経営者や管理者が,それらに関してどのように評価しているか｡またど
のように考えているかを,現地で行った調査結果を基礎にしながら詳細に
論述を行ってきた｡またオーストラリアやタイで実施した調査結果とも比
較しながら,中国人管理者の特質と考えられる事柄に関して考察を行って
きた｡
この章では,それら特徴的な事柄に関して概略的ながら,上に述べた事
より少し詳しく取り上げ,そのことに関連すると考えられる要因と結びつ
けて論述したいと考える｡またそれらの事と日本企業や組織における今後
の対応と,適応等に関しても述べることにしたいと考えている｡初めに,
日本人経営者や管理者の評価が比較的高かった事に関して述べ,後半では
評価が低かった項目に関して取り上げて論ずることにしたいと思う｡
まず初めに,評価が高かった事柄では,質問3の② ``自分の専門とする
仕事に関する知識や能力･経験を十分に所有している｡''かとの質問に関
しては,肯定的に評価していると考えられる回答が61.6%と,全ての質問
項目の中でも高くなっている｡これはオーストラリアでの調査結果の
69.3%に近い数字が示されている｡中国人管理者の自分の専門とする仕事
に対する知識や能力･経験を日本人経営者や管理者はそのことを評価でき
るとしていると言える｡この専門とする仕事の知識,能力･経験があると
評価している理由としてまず挙げられる事としては,一般的に中国人は職
能に対する意識がハツキリしている｡それは中国の雇用関係が伝統的に,
雇い主が仕事に対して知識や能力･経験有するものを雇用して,仕事をさ
在中国日系現地法人の日本人経営者や管理者の経常と管理に関する意識　　81
せ事業活動を行ってきたからである｡仕事のできないものは不要であると
の考えが一般的に強いと考えられる｡したがって雇用される側も,自分が
得意とするものを明確に持ったり,仕事に必要と考えられるものは当然努
力して獲得してきたと考えられる｡そのために自分の雇用に繋がる知識や
能力･経験を明確にさせている｡そのことが日本人経営者や管理者に,彼
らは自分の仕事の範囲を明確にしている｡また仕事の範囲と考える知識や
能力が高く,経験を有すると評価させる事になる要因と言える｡
この仕事の範囲を明確にして,その範囲にある仕事の知識や能力を持
ち,経験も有することは,自分の利益を確保するために必要不可欠なこと
にも繋がっている｡中国人は自分の利益に繋がることを常に優先して行
い,会社の事より自分の利益を考えると言う特質を,日本人経営者や管理
者の多くが指摘するが,仕事の知識や能力･経験をしっかり持つ事は,自
分の利益を守る事に確実にリンクしていることであると考えられる｡
ところで,日本企業や組織における管理者の要件は,ジョブ･ローテー
ションによって習得した様々な職務知識と,特に管理者に求められ,管理
者としての資格要件とも考えられている自分の部下の面倒を見ながら,彼
らに仕事を教えたり,訓練する事である｡日本の企業では専門職務能力と
同じか,それ以上に部下に対する指導や育成が重要な事として求められて
いる｡これは必要にして不可欠な能力であると考えられている｡
ところで中国人管理者は上で述べた仕事に関する知識や能力･経験は優
れていたとしても,個人主義の考え方が強くて,同僚や部下との協働が苦
手であったり,それを敢えて行わない管理者が多いといわれていて,その
ことを多くの日本人経営者や管理者は,経営管理を行っていく上での問題
点として指摘している｡そのために明確な管理規定やルールを確立して彼
らにそれを守らせるとか,研修によってそのことを習得させるべきである
事などを指摘しているが,個人主義的な考えが強く,個人利益の最優先,
そのために専門とする職能に対する知識や能力･経験を優先して,同僚や
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部下との仕事の協力関係を好まない中国人の考え方や行動様式を,何処ま
で教育･訓練したり,規制をかけられるのか疑問が残る所である｡むしろ
職務を効率的に遂行させ人材を活用するためには,中国人の伝統とする専
門能力を重視するやり方に特化させて,部下の教育訓練は別のプログラム
で行う事と,仕事の協力関係に関しては,明確な規則やルールにしたがっ
て遂行させる方が,より適しているのではないかと,筆者は考えている｡
上の事柄とも関連していると考えられるが,第二に評価が高かったこと
は, ④ "自分の専門とする仕事に対する責任感を十分に所有している"と
のことで,評価するとの回答はオーストラリアの67.3%についで高
く, 58.9%となっている｡中国人は仕事上のミスを認めたがらない｡責任
をとりたがらない｡責任を他人のせいにする傾向があるなどの指摘がある
が,これは一般従業員も含めた回答であるので,このことが直接多くの管
理者に当てはめられるのか蒔蹄する所であるが,調査回答では管理者は仕
事に対する責任感を十分に所有しているとのことである｡
この理由として考えられるのは,彼らは仕事の範囲を明確にしていて,
同僚や部下との協働を蹄蹄する,また嫌がるとのことや,上の仕事に対す
る知識や能力･経験を十分に所有していることと,軌を一にしていると考
える事が出来る｡自己の利益を最優先に考え,そのために自分の専門とす
る職務の知識や能力｡経験をより高めておく事と,他人との仕事に関わり
あって責任をかぶる事を避けて,自分の職能と職位を守ることが,彼らに
と重要な事であると考える事は容易である｡そうであるとすると,自分の
職能とか職位を守るためには,職務に対して責任を十分に果たす事を意味
していると考えられる｡このように考えればこれらの事はコインの表裏で
あるとも言える｡
この他に中国人は面子を重んじる国民であるから,一定の地位にある者
はおのずから責任に対する考え方も十分に持っていると考えられる｡オー
ストラリアでも能力ある管理者ほど自己責任を明確にして,責任を潔くと
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るとの指摘があったが,中国でも同じ様な職能主義の考え方が強く,似て
いるところから同じ様に筆者には考えられる｡
第三に評価が高いとされた事柄は, ⑦ ``管理者として仕事に対する分析
力や解決力を持っている"との事で回答は41.1%ある｡これは比較した
オーストラリアの6.8%,タイのnilと比較してもかなり高いと考えられ
る｡しかし否定する回答も21.9%あることにも注目する必要があると考え
る｡
管理者として基本的に重要であり,求められる機能として2つの事があ
ることを,前の章でも言及したが,それは管理者はインフォメーション･
センター(Infbrmationcentre)であり,同時に意思決定センター(Deci-
sion-making centre)としての職能を十分に果たさないと,管理者とはい
えないということである｡このことに関して41.1%ではあるが評価の回答
が出され,他の2カ国よりはるかに高い評価結果が出ている事は,注目に
値すると言えるのではないかと考える｡
すなわち中国人管理者の職務上の分析力･問題解決力に関しては,肯定
的とする回答が否定回答の約倍となっている事から,現地日本人経営者や
管理者は,現地人管理者の分析力や解決力に関しては,かなり積極的に評
価していると考えられる｡
ここで肯定的回答が比較的高い理由を考えてみると,質問1の⑤現地人
管理者は自分の仕事の範囲を明確にしているとの回答が38件寄せられた
が,この自分の仕事範囲を明確にしているから,自分の仕事の守備範囲が
明確でかつ限定されており,またその職能に関してある程度通じているの
で,問題が発生すればそれを分析するとか,解決する力を持っているので
はないかと考えられる｡また中国人は面子を大事にする国民であると言わ
れているが,管理者は自分の立場と面子を守るために,いい加減な仕事を
しないために問題をよく分析したり,解決する努力をするのではないかと
考える｡この他に中国では学歴主義の考えが強く,管理者などは有名大学
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などの出身者などが比較的多いといわれており,日系企業の管理者の中に
は,日本の大学出身者等が比較的多いといわれているので,ある程度問題
の分析力や問題解決能力を,身に付けて持っているものが多いと考えられ
る｡
しかし一方で,この中には一般従業員に対する意見も含めた意見もある
が,中国人はじきに我流の仕事のやり方をするとか,転退職を頻繁にす
る｡仕事に対して消極的で問題解決を日本人任せにする傾向がある｡仕事
に対する分析力が乏しいから計画性がない｡仕事をさせるには明確な規則
やルールを作成して,それに従わせて仕事をさせるべきであるとの意見
も,質問2の問題解決策や対応策の回答の中にある,多く見られることも
事実である｡これが否定的回答の要因になっているのではないかとも考え
られる｡
管理者は上で述べたように,重要な情報のセンターであり｡かつ大事な
意思決定センターであることから,組織の中で中堅の要としての役割を果
たしていると考えられる｡そのために自分に与えられた目標や課業を確実
に遂行していくためにも,仕事に対する分析力や解決力の能力を持ってい
なければならないと言える｡この調査結果では41.1%ではあるが評価の回
答が出されてはいるが,評価が高いとはいえない｡それには様々な要因が
影響しているが,彼らが問題分析力と解決力を十分に持つ事が出来るよう
なシステムを,確立しなくてほならないと考えられる｡退職と転職を頻繁
に繰り返す現地人管理者に,これをどのようにして推し進めるかは難問で
あるとは考えられるが,方法は存在すると考える｡
評価が高かった事柄に, ① "管理者として全般的な能力を持っている"
があり肯定的回答が49.3%あった｡約半数の支持があったと言えるが,ど
ちらともいえないとの評価も28.8%もあることを考えると,必ずしも積極
的に評価が高いともいえないと考えられる｡しかし,ここで考えておくべ
きことは,日本人経営者や管理者がどのような要因を評価しているのか
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を,慎重に分析していかなければならないと言える｡それは以下に述べる
事柄に関して,上で取り上げた要素ほど評価が高いとは言えないからであ
る｡
それでは項目の順に,各項目に対する評価に関して,概略的に述べてい
く事にしたい｡まず③ "自分の専門とする以外の仕事に関する知識や能力
を十分に持っているが'との質問では肯定的評価は,9.6%しかなく否定的
な評価が54.8%と約6倍も多くなっている｡この理由は現地での雇用関係
が,職務に求められる事が専門的知識や能力･経験を重視したものである
から当然な事と言えば当然ではあるが,日系企業や組織においての管理者
の位置付けからすると,問題がないとは言えない｡この場合日系企業が管
理者の職能が中国で-一般に考えられ,現実に採用されている方法でよいと
考えて,それを自らに積極的に取り入れていくか,日本的な手続きや方法
の導入にこだわり,そのために必要な努力をしていくかのどちらかを選択
することになると考えられる｡国際経営においてゼネラリスト的管理者が
本当に必要とされているかどうかの問題に収赦すると言える｡
それでは次に, (9 "管理者として仕事に対する計画性や先見性を持って
いるか"の質問では,肯定的評価は28.8%と,約4分の1でありこれに対
して否定的回答が26.0%と同程度ある｡どちらともいえないが41.1%あ
り,このことを積極的に評価しているとは考えられない｡その理由は,前
の章で詳しく論述したが,現地人管理者や従業員達は上司の意見やルール
に従わずに,我流で仕事をする事が多いとの指摘がある｡会社のルールや
計画に従わないで,自分勝手に職務を我流で遂行することがある｡仕事に
必要な事前準備や段取りを考えないため,任せていると我流で仕事をして
しまう｡また決められた事でも面倒であれば,我流で物事を進め,全て自
分の判断で行ってしまうとの指摘等がある｡これらのことがあるので日本
人経営者や管理者達は,現地人管理者は計画性を持たないとか,計画を無
視して我流で仕事を遂行すると評価しているのかもしれない｡
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また彼らは転職や退職を頻繁に繰り返すとの指摘がなされている｡転退
職が多いと会社や組織それに職場での計画は,自分が在職している時のみ
に関係することであるから,計画に重きをおかないのではないかと考えら
れる｡さらに中国の場合には上司や同僚,部下との協働を嫌って,自分に
与えられた職務を決められた範囲内で自分だけで行うのが基本であるため
に,全体の計画とか自分の部署の計画と自分の仕事との関連性を考えない
事があるので,このような評価を日本人経営者や管理者がするのではない
かとも考えられる｡これらのことがあるので,日本人経営者や管理者は現
地人管理者や,従業員を管理,監督,指揮して業務を遂行していくため
に,基本的に必要な事はルールの確立とそれを遵守させる事が必要である
と,質問2の管理のための対策として必要な回答としてあげている｡また
現地人管理者と従業員には,常に明確な管理方針を示して守らせること｡
現地人管理者や従業員を管理していくためには,研修が必要であるとの指
摘がなされているが,このような知識をつけさせる事を意図しているので
はないかと考える｡これら多くのことが管理者の計画性や先見性がないこ
とや,それが弱点であることの要因として考えられる｡
それでは⑥ "管理者として仕事に対する創造性を持っているが'との事
に関して,肯定的評価は20.5%であり,これに対して否定的回答は
28.8%,どちらとも言えないが46.6%である｡この結果からすると日本人
経営者や管理者はこのことに関して積極的評価をしているとは考えにくい
と言えるかもしれない｡この理由として現地人管理者や一般従業員達は自
己の利益を最優先する考え方が強くて,会社の利益よりも自己の利益が優
先した考えや,行動をとるとの指摘が質問1でなされており,もしその傾
向が強いとすると,現地人管理者達の管理は,自己の利益のためなら創造
性を発揮するが,自分の利益に結びつかないなら,創造性を発揮して会社
のために,積極的にアイディアを出す必要はないと考えるのではないかと
言える｡面接調査の際に中国人は創造力を持った人が多いが,彼らはそれ
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が自己利益に繋がらなければ出してこないし,利益を得ようとした場合に
は,勤務している会社でもそれを売り込んでくるとの話を聞かされたが,
自分が儲からなければ沈黙している傾向があると,別の所でも話を聞くこ
とが出来た｡すなわち利益が自分と会社が同じベクトルである時は,創造
性を発揮すると言う側面があるようである｡
ところで⑧ "上司に対する態度は良いか"の質問では,肯定的評価が最
高の68.5%と約7割であるのに対して｡否定的評価は5.5%とかなり低く
なっている｡そして,どちらともいえないが21.9%となっている｡この結
果からすると,このことに関しては積極的評価がされていると考えられ
る｡この理由としては,現地人管理者や一般従業員達は日本,中国,韓国,
台湾などで共通してみられる,仏教や儒教などの思想から生み出された道
徳観や倫理観,それに社会的慣習に基づく,年長者や地位の高い人,上司
や先輩に対する行動規範や考え方が今日でもかなり残っているために,
オーストラリアやタイの場合よりも中国人管理者がこのような態度をとる
ことが多いので,このような評価になったと考えられる｡また現地人管理
者達の行動は自己の利益を基準にして行動する面が多くあるから,彼らの
利益にかなう事を上司がするとか,認めたりする事が多い場合,すなわち
両者が同じベクトルである時は上司に対する態度は良いと考えられる｡逆
の場合には,上司に対する態度は良くないとも考えられる｡このことが評
価の要因になっていると言えるのではないかと考えられる｡
それでは次に, ⑨ "管理者として同僚の管理者と協調して仕事を遂行し
ていけるが'の質問では,肯定とする評価回答が27.4%,これに対して否
定的な回答は32.9%と肯定的回答より5ポイント多くなっている｡またど
ちらでもないとの回答が35.6%と一番多くなっている｡これらの回答結果
から管理者達が同僚と協調して仕事をしていく事に関して,日本人経営者
や管理者の評価は良いものであるとは言いがたい｡
この理由として考えられる事は,日本人経営者や管理者は質問1の回答
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で, (a)彼らは通常自己中心的考えが強くて,個人主義的考えや行動をす
ることが多い｡その上(b)自分の仕事の範囲を常に明確にしていて,同
僚に仕事を教えない｡特に(C)職場での同僚や仲間と共同で職務を遂行す
ることが出来ない｡ (d)彼らは転退職を頻繁に繰り返し,同じ職場や地位
に長くいないので,同僚との協調関係を結んで仕事をする事が出来ない｡
(e)情報を一人で握っていて仕事の報告が十分になされないので,仕事を
協力しながら行う事が困難であり,協力関係が成り立ちがたい｡従ってこ
れらに対する対策として(g)現地人管理者を管理･監督･指揮をして業務
活動をさせるには十分な研修が必要である｡さらに(h)中国での経営管理
には,報告制度の確立が必要不可欠であるなどの指摘も多く見られた｡こ
れらの事を考え合わせると,この管理者の同僚の管理者と協調して仕事を
遂行することには多少の無理があり,上でも述べたがまずこのように行動
できるように教育･訓練のために研修が必要であるとの意見が正しいのか
とも考えられる｡しかし,共同して職務を遂行する事が不得手な現地人管
理者に,このことを如何にして教えていくか,中国での現在の雇用関係の
もとで,彼らはそのことを納得して行うかに関しては不明であると言え
る｡
次に, ⑩ "管理者として部下の仕事の指導や,部下の面倒を良く見るこ
とが出来る｡"かの質問に関しては,よく行うとの回答は31.5%であり,
反対に殆ど行わないとか,行わないとする否定的回答は同じく31.5%であ
る｡肯定的回答と否定的回答の割合は同数である｡どちらとも言えないは
27.8%である｡ここでの否定的回答の理由として考えられる事は,日本人
経営者や管理者が質問1の回答で,現地人管理者は仕事の範囲を明確にし
ていて,部下や同僚に仕事を教えないとの指摘しており,また中国では欧
米のように部下の教育や指導を管理者が熱心に行わない｡日本企業や組織
で当然に行われている部下の面倒を見るとか,指導を行うと言う制度や手
続きが中国ではない｡また中国人は面子を重んじるので,一般的に同僚や
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部下などにも注意を与えるのが難しく,問題があっても放任している事が
多い｡さらに中国人管理者や一般従業員達は転退職を頻繁にするので,部
下の指導や教育をする事が難しい｡さらに日本のように仕事の報告が十分
になされない｡すなわち中国人管理者や従業員は上下さらに職場での,
ホ- (報告),レン(連絡),ソ- (相談)が十分なされずに,常に企業や
組織の業務遂行に必要な情報が円滑になされない｡自分とか仲間内だけで
情報を握っていて,特に日本人の上司には情報が流れてこないで問題が起
きることがある｡したがって,これらの事から中国人管理者や従業員を管
理･監督･指揮していくには,明確なルールや管理規定を定めてそれに
従って,管理をすることが必要であるとの強い指摘が多くある｡これらの
事から,中国人管理者の中には部下の面倒を見る者も多くはないがいる,
しかしそれと同じだけの現地人管理者には部下の面倒を見るとか,仕事に
必要な教育や訓練を行う事に対して積極的ではない者が,かなり多くいる
のが実情のようである｡また質問の2では現地人管理者や従業員の管理対
策として,上に述べた管理ルールの作成と運用の他に①明確な管理方針の
提示と実行が求められる｡また(彰現地人管理者や従業員を管理･監督･指
揮をして,日常の業務活動を実施していくにはそれなりの研修が必要であ
る等の指摘があり｡上でも言及したが③中国での経営管理には,報告制度
の確立が必要不可欠であるなどの指摘も多く見られた｡これらの事を考え
合わせると,日本人経営者や管理者は,日常の管理で常にこのことに関連
した問題を抱えて苦慮しているのかもしれないと考えられる｡
この部下の育成に関する管理職能に,このような結果が出ていることに
関して注意しておく事があるといえる｡すなわち日本企業における管理者
の能力評価は,ジョブ･ローテーションと関係しているために,一部の職
務を除いて,管理者が現在担当している専門職務,例えば営業とか人事,
経理といった仕事の能力だけではなく,管理者の管理能力に関する評価
は,主に部下に対する指導や教育訓練などの能力がどうであるか,すなわ
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ち優れているか否かに重点がおかれてなされる事が多く,管理者自身もそ
のことを当然の事柄として受け入れており,部下の管理者をその視点から
評価している事が多い｡しかし中国の場合欧米やオーストラリアの場合と
同じ様に,管理者が担当する職務能力は,まさにその職務を担当するに適
しているか,その職能を適切に処理する能力があるかという職能遂行能
力,すなわち担当する専門職能が適切か否かという,まさに能力評価だけ
が評価基準とされている,雇用関係の下で雇用関係が成り立っていると言
う事である｡わが国のように部下の面倒を見る事や,部下に対する教育･
訓練能力が優れているか否かは,多くの国では通常選考の評価対象とはさ
れていない｡このように日本と諸外国では管理者の能力評価基準は大きく
異なっているのが事実である｡そのために海外現地日系企業における経営
者や管理者達は,部下の現地人管理者の評価をする場合に,その評価基準
が海外諸国では大きく異なっている事を認識し,そのことに対応している
といわれている｡この間題は専門職能の側面を重視して,ポジションに就
く人を選択するのか,わが国の企業や組織において　一般的に採用されてい
る,ゼネラリスト的な人をそのポジションに適しているとして選択する,
日本的な方法のどちらを企業や組織が選択するのか,その国の社会や企業
がどちらを強く選択するかによって,このことに関する事柄は大きく異
なってくると考えられる｡海外現地企業が進出した国や地域で,どちらが
しっかり根付く方法なのか考え選択しなければならないのかも知れない｡
最後に, ⑪ "管理者として会社に対する忠誠心や一体感を持っている
か｡''の質問に対しては,肯定的評価の回答は26.1%であるのに対して,
否定的回答は32.9%と6.8ポイント高くなっている｡どちらとも言えない
が34.3%である｡この調査結果から推測すると,日本人経営者や管理者の
このことに関する評価は肯定的であるとは言いがたい｡この理由として考
えられることは,質問1で経営管理上の問題点を尋ねたところ,現地人管
理者や一般従業員達は自己の利益を最優先する考え方が強くて,会社の利
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益よりも自己の利益が優先した考えや,行動をとるとの回答がなされてお
り,もしそのような行動を管理者がしている場合が多いとすると,現地人
管理者達は会社の利益よりも,自己の利益を基準にして行動すると考えら
れるので,その場合彼らの忠誠心や一体感は高くないと評価すると言え
る｡
また上のこととも関係するが,質問1の回答で(a)自己中心的考えが強
くて,個人主義的考えや行動をするとの意見が問題点として指摘されてお
り,自己中心の考えが多く会社の事よりも自分の事柄を優先するので,彼
らの会社や組織に対する忠誠心･一体感の意識が低いと評価する原因とも
なる｡さらに(b)仕事の範囲を明確にしていて,同僚に仕事を教えない｡
特に(C)職場での同僚や仲間と共同で職務を遂行する事が出来ない｡日系
企業では仕事上の協力関係を重視することから,自分の都合だけで必要で
も仲間と協力して仕事をしない｡それは彼らが会社に組織に対する忠誠心
や一体感が,低いからであると評価する事になると言える｡また彼らは
(d)仕事上のミスを認めたがらない｡ (e)転退職を安易にする｡ (f)仕事の
報告が十分になされない｡これらの事が質問1や質問2の回答として指摘
されていたのであり,これらのことを考えると,管理者の忠誠心や一体感
に,疑問を感じて評価している人が多いと考えられる｡
さてこの企業や組織に対する忠誠心や一体感に関して,海外諸国の現地
人管理者や従業員の考え方や行動を検討する際に,注意しなければならな
い事がある｡周知のとおり日本企業や組織におけるメンバーの忠誠心や一
体感の意識は,特殊と考えられる側面がある｡日本の企業や組織において
何故企業や組織に対して,そのメンバーは忠誠心や-一体感を上で述べたよ
うに強く持つのであろうか｡それはわが国企業や組織においては,職務遂
行は協働が業務遂行の基本であるとして,一般的に集団目標を集団の力に
よって達成していくという,方法を採用している企業や組織が多い｡この
集団業績達成システムは,職務が欧米やその他の国と異なって個人に与え
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られるのではなく,部,課,係という集団に一括して与えられ,それをメ
ンバーが協働して達成するという方法で,わが国の多くの企業や組織で
は,従来と同じく長年にわたって採用して来た,集団業績達成主義を当然
のこととして受け入れ,大部分の業務の遂行をそのことをベースに行って
いる｡このわが国特有の集団主義的業務達成制度では,上司,同僚,部下
を問わず全てのメンバーと協働して職務を遂行する事が求められる｡すな
わち各個人が自分の仕事の範囲を超えて,必要な場合には助け合って仕事
をしながら,全体の目標を達成していく方法である｡従ってこの協力関係
なくしてこのシステムは成り立たない｡そのために集団メンバー一人一人
の職務遂行能力が重要となってくる｡従ってわが国の企業や組織において
は教育訓練が各段階で常時行われることになる33)｡またこのようにして育
成した人材(-財)が安定して企業や組織に定着するように,わが国特有
な終身雇用制度や日本的年功序列制度が長年にわたって維持され,かつ発
達してきている｡長期安定雇用と年功によって支えられているメンバー
は,所属する企業や組織に対して忠誠心を持ち,一体感を持つ事になって
来る｡
従って,長期にわたってこの日本的経営の特質を支えている,企業や組
織に対する忠誠心や一体感が,当然とされている経営制度の中で,長年に
わたって勤務をしてきてこのことになれている現地派遣の経営者や管理者
は,無意識のうちに,海外現地企業においてもこれと同じ事を部下や従業
員達に求めることになる｡しかし職務遂行の方法が日本と異なっている外
国の現地人管理者や一般従業員達は,転退職も頻繁に行われる環境で勤務
してきているために,自分の職務を企業との契約に従って,決められた範
囲内の職務を自らの知識や能力によって,遂行すればよいと考えている｡
したがって企業や組織に対する忠誠心や一体感は,殆ど例外的なケース以
外では考えられないことになる｡ここで述べたように企業や組織に対する
忠誠心や一体感は,日本と諸外国ではまったく異なって認識されているこ
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とで,海外日本企業の経営者や管理者が,現地人管理者や従業員にこのこ
とを求めても無理な事が多い｡そこでこの忠誠心や一体感は海外現地企業
で成立するのかどうか｡それは必要なのかどうかを考えて対応しなければ
ならない事であると言える｡
以上,質問3の現地人管理者をどのように評価するかに関して,現地日
本企業やその他の組織の日本人経営者や管理者に,様々な側面から質問を
行い評価の回答を得たことに関して特徴的な事柄を,概略的にまとめて論
述した｡
評価が高かった事柄では, ② "自分の専門とする仕事に関する知識や能
力･経験を十分に所有している｡" (彰"自分の専門とする仕事に対する責
任感を十分に所有している''⑦ "管理者として仕事に対する分析力や解決
力を持っている" ① ``管理者として全般的な能力を持っている''⑧ "上司
に対する態度"等が挙げられたが,残りの項目では肯定的な評価の割合
は,どちらかと言うと多くはなかった｡
これらの事から推測すると,在中国日系企業や政府関係機関の組織の日
本人経営者や管理者は,現地人管理者の専門職能とか企業や組織に対する
態度,部下の育成などに関して,高い評価をしていないと言える｡この後
で,現地人一般従業員に関しても同じ様に,様々な側面から評価しても
らった調査結果があるので,それらとも比較して次稿で比較検討したいと
考えている｡
4.むすび
以上現地日系企業に勤務する中国人管理者に対して,現地日本人経営者
や管理者がその職務から企業や組織,上司に対する行動様式や考え方など
について,評価したり考えている様々な事柄を,調査回答結果をベースに
論述してきた｡そして中国人管理者の職務や企業や組織,その事柄に関す
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る特徴について調査結果をベースに論述を行ってきた｡
さて,これらの現地人管理者に対する評価に関しては,現地に派遣され
ている日本人経営者や管理者の評価だけではなく,どうしてそのような評
価がなされているのかを,各国の政治,経済,社会,文化的な経営環境の
差異や,社会制度や社会的慣習の違い,企業の組織や制度の違い,企業の
経営管理の歴史的な差異,企業や組織と職務に関する考え方とか行動様式
の差異,これらの事を十分に考慮してみないと,現地人管理者の職務やそ
の他の事柄に関する評価に関して,一万的な評価であって,国際的に通用
する普遍的な評価であるとは考えられないし,今後上に述べたような点に
関して,評価を出していく努力をしていかなくてほならないと言える｡
特に日本的経営と言われている様々な,日本企業や組織においてのみ通
用しているような経営管理の考え方や,手続き･方法との関連でも分析し
てみないと,評価自体が,海外日本企業に限って通用する評価となってし
まい,現地人管理者の職務やその他の行動に関しての適正な評価とはいえ
ないと考える｡
しかし,海外に進出した日系企業が,海外現地において現地人管理者や
一般従業員達を現実に雇用して,日常の業務活動を遂行していかなければ
ならないのであるから,このような評価が出される事によって,それが今
後多くの日本から派遣される経営者や管理者,その他のスタッフが現地人
管理者や,一一一般従業員と協働して現地での業務活動を行っていく上での参
考にはなると考える｡
今日,世界各国の企業が海外に進出して,製品の生産や販売それにサー
ビスの提供を行う活動はごく当たり前となり,むしろ生産や販売市場とし
て最も適した国や地域で,企業活動を行う事はごく常識的なこととなって
いる｡世界各国の企業はますますボーダーレスな活動を行う事により,自
らの生存･維持と発展を目指している｡このような世界的傾向の中で日本
企業も1960年代から海外に進出して,海外現地において生産や販売･サー
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ビス活動を現地に設立した法人企業において活動を行っている｡そして今
後もこの動きは変化することなく拡大していくものと考えられる｡海外で
日系企業の経営活動が活発化すれば,現地日系企業はますます現地従業員
を活用して,日常の業務活動を行っていかなければならないことは明白な
事実である｡現地人従業員を活用し,現地人従業員と協働していかなけれ
ばならない事は当然である｡このようにして海外現地企業において現地人
従業員を多量に採用して,協働しながら活動していく場合,当然のことな
がら,経営環境の差異や現地の人々との職務や企業に対する考え方や行動
様式が異なっている事から,多種多様な問題や摩擦が両者の間に惹起して
くる｡海外現地企業の経常管理にはこの事が当然として存在する｡これら
の問題や摩擦をどのように解決していかなければならないかは,企業経営
管理上避けては連れない事柄である｡
この間題には様々な事柄が絡んでいて,簡単に処理できる事柄ではない
が,海外現地に派遣されている経営者や管理者の考え方や認識が大きく影
響すると考えられる｡特に経営者や管理者が,現地従業員の職務や企業,
それに彼らに対する行動様式や考え方をどのように評価しているかが,大
きく影響をすると考えられる｡
筆者はこのことに関心を持って,オーストラリアやタイにおいてこのよ
うなことに関して調査を行って,日本人経営者や管理者の現地人管理者
や,一般従業員のこれらに関する評価や考えを把握してきた｡今回中国特
に北京･天津地域に進出している,企業や政府関係組織の経営者や管理者
の協力を得て,同種の調査を行う事が出来た｡小論はその調査の中の現地
人管理者に関する,日本人経営者や管理者の評価に関して論述したもので
ある｡この後さらに一般従業員に関しての評価や中国人の価値観･行動様
式に関して,調査結果をベースに論述していく事にしている｡
最後にこのたびの調査に,多忙にもかかわらずご協力いただいた,多く
の経営者や管理者に衷心よりお礼を申し上げたい｡また調査に全面的に協
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力をしてくれた北京大学国際関係学院の副院長李　玉教授はじめ共同研究
者の王助教授,その他関係者の方々にも心からの謝意を表したい｡さらに
北京大学に滞在して,この調査を実施する事が出来たのは,短期海外滞在
研究の機会を提供してくれた専修大学に負うことが多い｡大学にも謝意を
表したい｡小論のベースとなった研究は,専修大学の平成16年度の研究助
成を受けた研究成果である｡
注)
注1　アメリカは再投資収益が約5割増加したことから, 2003年の対外投資は
28.9%増の1,738億ドルで, 2002年同様世界最人の投資元国となっている｡ 2004年
版ジェトロ貿易自書｡ p17.ジェトロ｡ 2004年9月｡
注2　2004年版ジェトロ貿易投資白書｡ジェトロ｡ 2004年9月｡
注3　中国は, 1978年改革開放政策が三中全会(注　中国共産党第十一期中央委員
会第三回全体会議)で採用され,政治優先から経済優先へと国家運営の方向が大
きく転換されて以来,目覚しい経済成長を遂げ,今日,世界各国の市場で流通す
る多種多様な製品の生産拠点として,また世界各国企業の製品やサービスの巨大
消費市場として,世界経済に多大な影響力を与える存在となり,また世界経済の
中心的な役割を果たす存在となってきている｡
とりわけ改革開放政策の下で,中国は世界各国の企業からの巨額な投資や技術
を積極的に受け入れ,それを廉価にして豊富な,そして優秀な労働力と結びつけ
ることによって世界の生産拠点としての地位を築き,同時に北京や上海それに中
国沿海部の大都市を中心とする国民の所得を急増させ,世界貿易ならびに世界の
海外投資にとって,中国の存在を抜いて語ることができないほどの存在と地位を
占めるまでになってきた｡
注4　最近の中匝1の経済状態を数字で示してみると以下のようである｡
2003 - 2004年度の中国経済概況実質
GDP成長率
名目GDP総額
一一一人あたりのGDP (名目)
消費者物価上昇率
失業率
経常収支(国際収支ベース)
貿易収支(国際収支ベース)
9.5% (2004年)
13兆6, 515億元(2004年)
1,227,289ドル(2004年)
3.9% (2004年)
4.2% (2004年)
458億7,481万ドル(2003年)
446億5, 163万ドル(2003年)
在中国日系現地法人の日本人経営者や管理者の経営と管理に関する意識　　97
外貨準備高
対外債務残高
通貨供給伸び率
輸出額
対日輸出額
輸入額
対日輸入額
直接投資受入額(凶際収支ベース)
6,145億ドル(2004年)
1,936億3,400万ドル(2003年)
14.6% (2004年)
5,933億6,863万ドル(2004年)
735億1,429万ドル(2004年)
5,614億2,299万ドル(2004年)
943億7,207万ドル(2004年)
470億7,672万ドル(2003年)
資料:JETRO ｢中国;概況｣ 2005年3月23日
注5　週刊東洋経済臨時増刊　海外企業総覧2005 (l司別編)｡週刊東洋経済臨時増刊
海外企業総覧2004 (国別編)0
注6　このことに関しては前稿ならびに小論において詳しく述べているので,ここ
では論述を捨象した｡
注7　拙稿｢中国における日系現地法人の日本人経営者,管理者の経営と管理に関
する意識｣ -特に北京･大津地域に進出している企業とその他の組織について-
専修商学論集　第80号｡専修大学学会｡ 2005年1月｡
注8　調査に関しての詳細については,拙稿｢中国における日系現地法人の日本人
経営者,管理者の経営と管理に関する意識｣一特に北京･天津地域に進出してい
る企業とその他の組織について-　専修商学論集　第80号｡ 2005年1月｡ pp6-16
参照｡
注9　このたびの調査を実施する前に,筆者は1993年の学会参加以降今日まで,企
業研修,その他の事で数回にわたって中国を訪れたり,大学院の中国人留学生を
活用した企業調査や意識調査を実施してきている｡
注10　調査は前の調査と殆ど同じものであるが,多少中国人特有の事柄に関する質
問項目は変更して調査を実施した｡使用した調査票に関しては,関連する論文の
巻末に調査票の原票を添付してあるので,参考にして頂きたい｡
注11欠損票として扱ったものの中には,現在駐在員事務所のために,部下が秘書
と運転手しかいないので,現地人管理者がいないので,回答者として適切でない
とのコメントをされた管理者もおられたので,その場合には最初から集計･分析
から除外して扱った｡
注12　このために電話で調査依頼をするために度々連絡をしても,不在との連絡が
中国人従業員から返って来た｡
注13　調査に関して詳しくは,拙稿｢中国における日系現地法人の日本人経営者,
管理者の経営と管理に関する意識｣一特に北京･天津地域に進出している企業と
その他の組織について-　専修商学論集　第80号｡ 2005年1月｡と巻末の調査票
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を参照して頂きたい｡
注14　このために現地人管理者や一一般従業員を管理していくためには,明確な規則
やルールを確立して,それを厳格に守らせる必要があるとの指摘が,問題点に対
する対策でも多くの回答が寄せられた｡
注15　調査に関しての詳細については,拙稿｢中匝1における口系現地法人の日本人
経営者,管理者の経常と管理に関する意識｣一特に北京･大津地域に進出してい
る企業とその他の組織について-　専修商学論集　第80号0 2005年1月｡ pp6-16
を参照して頂きたい｡
注16　この場合,経営者や管理者の海外経験や海外における適応性などが関係して
いる事がある｡
注17　ごくまれなケースではあるが,経営者や管理者などの個人のパーソナリティー
が問題や摩擦の原閃となっている事がある｡
注18　オーストラリアとタイの調査では各質問項目の回答を①大変高い｡ ②高い｡
③普通｡ ④低い｡ ⑤大変低いとの評価基準で回答をしてもらったが, ①の大変高
い｡と(彰の高い｡とする評価基準のレベルの範囲の判断が難しいとのアドバイス
が寄せられたので,今回の調査では, ①全くその通りと考える｡ ②そのように考
える｡ ③どちらともいえない｡ (もそのようには考えない｡ ⑤全く同意できないの
評価基準で回答を依頼した｡
注19　このことに対する回答には多くの要因が関係しているので,多変量解析など
の手法をとって分析しないと, rlT:.確な解答結果は得られないと考える｡後日より
多くの国々の調香結果が得られた段階で,そのことを行いたいと考えている｡
注20　オーストラリアやタイ国での調査を実施したとき,現地人管理者の専門とす
る能力が,口本人管理者と比較して明らかに優れていて,日本人管理者でそれら
一部の優れた管群者に匹敵するほどの能力を持っている人はいないのではない
か,しかしその優れた専門能力を持った管理者達は,日本人管理者のように部下
の面倒を見るとか,部下の育成をすることができる能力や考えは,殆どと言って
よいほど持っていないとの話を面接調査で聞かされたことが時々ある｡欧米やオー
ストラリアの管坪者や,タイ国でも欧米で教育を受けた一部の管理者の殆どがこ
のタイプの管理者に当たるのではないかと考える｡
注21上の項目でも言及したが,オーストラリアとタイの調査では各質問項目の回
答を①大変高いo ②高い｡ ③普通o ④低いo ⑤大変低いとの評価基準で回答をし
てもらったが, ①の人変高い｡と②の高い｡とする評価基準のレベルの範囲の判
断が難しいとのアドバイスが寄せられたので,今回の調査では, (む全くその通り
と考える｡ (彰そのように考える. ③どちらともいえない｡ ④そのようには考えな
い｡ ⑤全く同意できないの評価基準で回答を依頼した｡
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注22　海外に進出している日系企業の現地法人や組織では,日本的経常制度や方法
に従って日常の経営や管理をおこなっているわけではなく,現地における制度や
方式と折衷した経常･管理方式を採用しているのが現実である｡日本式経営管理
方式や制度をそのまま導入している企業や組織は殆どない｡
注23　中国人は金融とか経理会計,それに商業学など将来自分が利益をあげる事に
関係する領域の知識や能力の習得に関心を持っていることが多いといわれてい
る｡
注24　オーストラリアとタイの調査では管理者が職務を遂行していく時の長期的視
野や分析能力はどうかと質問をして評価回答を得ている｡
注25　中国ばかりでなく海外日系企業において,日本の大学州身者は,通常通訳で
あるとか翻訳等の仕事があたえられる事が多く,現地日系企業で働く現地人管理
者や従業員から不満を聞かされることが多い｡逆に日本人経営者や管理者からは,
専門能力のレベルが低いとか,おしなべて彼らは実力がないとの事を聞かされる
ことが多いが,中国での場合,そのような意見もあったが,現地人管理者に面接
してみると多少の不満をもっているようであるが,それなりの処遇を受けている
との回答が多かった｡また日本人経営者や管理者からも,例外はあるが大卒はそ
れなりに活用できるとの回答が多くあった｡これは中国への企業進出が,最近に
なって多くなっている事と,経営者管理者が海外経験がある人が多いこと｡また
中国人管理者や従業員,特に管理職を務める日本の大学での留学経験者が多くな
り,日本文化とか企業に関しての知識を就職活動などを通して理解してきている
傾向があるからでないかと考えられるo Lかし,日本での管理者と比較したら,
彼らの分析力や問題解決能力はまだ十分ではないと考えられている節が,面接の
際に指摘されることがある｡
注26　上司に対する従業員の態度は,労働条件交渉を行う時期や日本人の上司が交
代する時期には微妙な変化があることも事実である｡
注27　オーストラリアやタイ国においても同じ質問をして回答を得ている｡
注28　オーストラ1)アとタイの調査では各質問項目の回答を(手大変高い｡ ②高い｡
③普通｡ ④低い｡ ⑤大変低いとの評価基準で回答をしてもらったが, ①の人変高
い｡と②の高い｡とする評価基準のレベルの範囲の判断が難しいとのアドバイス
が寄せられたので,今凶の調査では, ①全くその通りと考える. ②そのように考
える. ③どちらともいえない｡ ④そのようには考えない｡ (9全く同意できないの
評価基準で回答を依頼した｡
注29　このために部下である現地人従業員とのコミュニケーションを良くするため
や,人間関係を良くするために,様々な機会を捉えて問題解決に努力している事
を,このたびの調査でも多くの人たちが指摘している｡しかし,文化や社会制度･
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社会慣習から生み出される価値観や行動様式の差異は,何処まで縮小できるか疑
問が残る｡しかし努力しなければ事態は解決しないし,むしろ悪くなってしまう
と言える｡
注30　オーストラリアやタイ国での調査を実施したとき,現地人管理者の専門とす
る能力が, H本人管理者と比較して明らかに優れていて,日本人管理者でそれら
一部の優れた管理者に匹敵するほどの能力を持っている人はいないのではない
か,しかしその優れた専門能力を持った管裡者達は,日本人管理者のように部下
の面倒を見るとか,部卜の育成をすることができる能力や考えは,殆どと言って
よいほど持っていないとの話を面接調査で聞かされたことが時々ある｡欧米やオー
ストラリアの管理者や,タイ国でも欧米で教育を受けた一部の管理者の殆どがこ
のタイプの管理者に当たるのではないかと考える｡
注31社会経済生産性本部社会労働部編,日本経済青年協議会編｢働くことの意識｣
調査報告書　社会経済生産性本部社会労働部｡ 2000-2004年6月｡
注32　わが国企業の教育訓練システムが充実している事は世界各国で衆人が認める
ところである｡
注33　わが国企業の教育訓練システムが充実している事は世界各国で衆人が認める
ところである｡
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調査のご依頼
拝啓　御社におかれましては時下益々ご発展のこととお慶び申し上げます｡
さて,現在小職と北京大学国際関係学院が協力して,中国,特に北京･天津地
域の在中日系企業の経営管理に関し,下記のような調査を現在北京大学をベー
スに実施いたしております｡
さて小職は,専修大学で国際経営論を担当いたしております飯田謙一と申し
ます｡主に海外日系現地企業の経常管理に関し,皆様のご協力を頂き研究を
行っております｡この調査は海外日系企業の経営管理に関します事柄の比較を
目的といたしております｡
このたび小職がオーストラリア,タイ,台湾において行ってまいりました調
査を,北京大学国際関係学院の工助教授と共同で,中国における日系企業の経
常管理を今後研究する礎とするために,同じ調査を行うことにいたしました｡
この調査は,日頃,皆様が現地人従業員を活用され経営管理をなさる場合に,
日本で経営管理をなさる場合と異なるとお考えになられたり,異なる体験をな
さっておられます事柄に関しまして具体的に教えていただき,そのような場合
どのような対応をなさっておられるか｡また部卜である現地人従業員をどのよ
うに評価されておられるか｡さらに皆様は中国人の考えや行動様式の特徴をど
のように考えておられるかを数えていただき,それらのご回答を集計し,全体
として皆様がどのようなお考えを持っておられるかを把握させていただきたい
と考えております｡調査は全体としての傾向を把握することが目的でございま
すので,個別の企業名ならびに皆様のお名前を公表することは絶対にいたしま
せん｡調査結果は集計と分析の後皆様にお返しさせていただく一方,北京大学
の研究成果とさせていただきます｡
日々ご多用のところ恐縮でございますが,趣旨をご理解の上是非ご協力をお
願い申し上げます｡　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　再拝
2004年1月20日
専修大学商学部教授･国際経営論　飯田謙一
北京大学国際関係学院　　助教授　王　　勇
在中国日系企業の経営者･管理者の現地経営管理に関する意識調査
皆様が海外で経営管理をなさる場合,日本国内とはかなり異なる問題や状況
に直面されることが多いことと存じます｡その要因はさまざまなことが考えら
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れますが,特に経営制度や経営方法の差異｡会社や仕事に対する考え方が皆様
と現地人従業員との間で異なっていること｡また生活や会社などに対する考え
方や,社会習慣や行動様式が異なることがその原因になっていることが多いと
考えられます｡日本人と中国人は考え方や,行動が類似しているとの考えもご
ざいますが,一方では現実にはまったく異なっていると中国人の指摘もござい
ます｡この調査では両者の差異がどのように経営管理に影響してくるのか,皆
様のご意見を参考に研究･分析したいと考えております｡どうか調査の趣旨を
ご理解のうえご協力をお願いいたします｡
質問1皆様が現地人従業員を管理されます場合.日本で部下を管理されます
場合とでは,どのような点が異なっておられるとお考えですか｡異なる
点や.異なる体験がございましたら.具体的に教えてください｡ (たと
えば,学力主義や能力主義の考え方が強く,同僚との集団業務遂行を嫌
う｡自己の利益のため転職が多い｡会社のルールや上司の指示に従わず
に我流で仕事をする｡自分の職務と考えていること以外は仕事をしな
い｡仕事上の責任をとりたがらない｡などなどです｡)
以下に具体的にご記入ください｡
質問2　現地人従業員を管理する場合,どのような点に注意をされたり,管理
上の問題が発生した場合どのような対応策をとられておられますか｡具
体的に教えてください｡ (たとえば,会社の情報を十分に提供する｡従
業員の情報を十分に収集する｡平素から人間関係を密にしておく｡現地
人の考え方や行動様式に適合した管理を行う｡教育訓練を積極的に行
う｡などなどです｡)そのほかに現地で管理を行っていく場合,どのよ
うな事柄に注意すべきでしょうか｡
質問3　現地人管理者をどのように評価されますか｡以下の項目にお答えくだ
さい｡回答は各項目の(  )に該当する数字をご記入ください｡
①まったくその通りと考える｡ ②そのように考える｡ (丑どちらともい
えない｡ ④そのようには考えない｡ ⑤まったく同意できない｡
①　管理者としての全般的な管理能力を持っている｡　　　(　)
②　自分の専門とする仕事に関する知識や能力･経験を
十分に所有している｡
③　自分の専門とする以外の仕事に関する知識や能力を
十分に所有している｡
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④　自分の専門とする仕事に対する責任感を十分持っ
ている｡
⑤　管理者として仕事に対する計画性や先見性を持っ
ている｡
⑥　管理者として仕事に対する創造性を持っている｡
⑦　管理者として仕事に対する分析力や解決力を持っ
ている｡
⑧　自分の上司に対する態度はよいか｡
⑨　同僚の管理者と協調して仕事を遂行できるか｡
⑲　管理者として部下の仕事の指導や,部下の面倒をよ
く見ることができる｡
⑪　管理者として会社に対する忠誠心や一体感を持って
いる｡
質問4　現地人一般従業員をどのように評価されますか｡
①　自分の専門とする仕事に関する知識や能力･経験を
十分に所有している｡
②　自分の専門とする以外の仕事に関する知識や能力を
十分に所有している｡
③　自分の専門とする仕事に対する責任感を十分持っ
ている｡
④　仕事に対する計画性や先見性を持っている｡
⑤　仕事に対する創造性を持っている｡
⑥　仕事に対する分析力や解決力を持っている｡
⑦　自分の上司に対する態度はよいか｡
(薮　同僚と協調して仕事を遂行できるか｡
⑨　会社に対する忠誠心や一体感を持っている｡
(　)
(　)
(　)
質問5　あなたは現地人従業員を積極的に登用されるお考えをお持ちですか｡
①　はい｡その理由をお聞かせください｡
質問6　あなたは部下の教育,訓練をどのようにされていますか｡
(彰　日本とまったく同じをことをしている
②　仕事に必要な知識,技術だけを与えている
③　新しい製品や技術が導入された時,必要に応じて研修している
④　中国で独自の研修をしている
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⑤　日本へ研修にいかせている
⑥　別におこなっていない
⑦　海外向けの研修プログラムがある
⑧　その他,特別のことをしている(この場合,どの分野,段階,でお
こなっていますか)
(9　その他
質問7　中国現地民営企業の経営の特徴をどのように考えられますか｡以下の
該当項目に○印をお付けください｡
①　トップダウン経営｡
(勤　業績第一主義｡
(彰　短期業績主義｡
④　能力活用主義｡
(9　学力主義｡
⑥　成功至上主義｡
⑦　責任重視主義｡
⑧　その他(
質問8　現地中国人の価値観や行動様式の特徴をどのようにお考えになります
か｡個人差がございますので一般論で結構です｡皆様のお考えをお聞か
せください｡
また以下の項目で該当するものがございますか｡該当する番号に○印
をつけてください｡
①親切｡　②明朗｡　③現実的｡　④合理的｡　⑤利益中心的｡
⑥自己中心的｡　⑦家族中心的｡　⑧人脈中心主義｡　⑨親密な交
友関係を持つ｡　⑲友人や知人を大切にする｡　⑪細かなことにこだ
わらない｡　⑫計画的｡　⑲勤勉(よく働く)｡　⑭行動的｡
⑮縁故者中心的考えや,行動が多い｡　⑯ぶっきらぼう｡　⑫知ら
ない人に不親切｡　⑱想像力が豊かである｡　⑲失敗があってもすぐ
立ち直る｡　⑳社交的である｡　㊧ものを深く考えたがらない｡
⑳挨拶をしない｡　⑳礼を言わない｡　㊧相手を見て駆け引きをす
る(買い物などで)｡　⑳長いものに巻かれる｡
質問9　中国に進出している欧米企業は積極的に社会活動や社会貢献をしてい
るが.日系企業にはそれら活動が見られないか少ないと,多くの中国人
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は考えていますが,皆様はどのようにお考えですか｡企業の社会活動や
社会貢献は必要と考えられますか｡また現在それら活動をなさっておら
れますか｡
調査回答を集計,分析する際に必要となりますので以下の事柄にご回答をお願
いいたします｡
ご回答者の(A)現在の職位は(①社長　②部長　③課長　④技術管理者
⑤その他(事務所長))
(B)職務内容　　(①全体的な総合管理　②営業マーケテイング
③生産　④経理(9技術
⑥その他(　　　))
(C)会社勤務年数(①5年以下　②5-10年　③11-15年
④16-20年　⑤21-30年　⑥30年以上)
(D)現在職務年数(①1年未満　②1-5年　③5-10年
④10年以上)
(E)ご年齢　　　(①20代　②30代　③40代　④50代　⑤60代)
(F)海外勤務は何回目ですか(　　回目)
ご協力を頂きまことにありがとうございました｡ mail返送先はpkuiida@hot-
mail.co,またはthcO220@hotmail.comにお願いいたします｡結果は集計･分
析後,ご返送させていただきます｡ mail以外の場合のご連絡先をご記入くだ
さい｡
専修大学商学部教授　飯田謙一　theO220@hotmail.com
北京大学国際関係学院助教授　王　　勇　pkuiida@hotmail.com
